
   

近畿ブロック発注者協議会（第２３回） 幹事会（WEB 開催） 

 

日時：令和３年７月１９日 

 

 

 

議  事  次  第 

 

議 事 

   １．近畿ブロック発注者協議会の運営                (報  告) 

   ２．協議会設置要領・運営規則（改正案）             （照  会） 

   ３．令和２年度近畿ブロック発注者協議会の取組               （報  告） 

   ４．新・全国統一指標を踏まえた令和３年度の取組について     （意見交換） 

  ５．基準・要領システム等の標準化・共有化            （報  告） 

   ６．発注情報一括公表の取組                   （報  告） 

   ７．その他（近畿地方整備局からの情報提供）            （情報提供） 

 

 【 配 布 資 料 】  

○ 議事次第 

○ 出席者名簿 

○ 資料－１ 近畿ブロック発注者協議会の運営 

〇 資料－２ 協議会設置要領・運営規則（改正案） 
○ 資料－３ 令和２年度近畿ブロック発注者協議会の取組 

○ 資料－４ 新・全国統一指標を踏まえた令和３年度の取組について 

○ 資料－５ 基準・要領システム等の標準化・共有化 

○ 資料－６ 発注情報の一括公表の取組 

○ 資料－７ 近畿地方整備局からの情報提供（営繕部） 

      ・営繕工事における各種取組 

      ・官庁営繕の技術基準 

      ・公共建築相談窓口 

○ 資料－８ 近畿地方整備局からの情報提供（企画部） 

      ・週休２日確保に向けた取組 

      ・発注関係事務の運用に関する指針に基づく取組（測量、調査及び設計） 

・災害復旧における入札契約方式のガイドラインの改正 

      ・近畿地方 i-Construction 大賞について 

      ・建設キャリアアップシステム（CCUS）について 

 

【 今後の開催予定 】 

・令和３年８月 ５日 第１４回協議会     ＠近畿地整（ＷＥＢに変更予定） 



■近畿ブロック発注者協議会（第２３回）幹事会　 出欠予定表
令和３年 ７月１９日（月）　14：00～

大阪合同庁舎第１号館　第１別館２階大会議室
分類 機　　関　　名 部 署 ・ 役 職 氏　名 出欠 代理出席者の所属・役職及び氏名 随行者の所属・役職及び氏名

1 国 国土交通省　近畿地方整備局 企画部長 豊口　佳之 出席

2 国 国土交通省　近畿地方整備局 総務部契約管理官 田中　信久 出席

3 国 国土交通省　近畿地方整備局 総務部契約課長 山腰　祐司 出席

4 国 国土交通省　近畿地方整備局 企画部技術調整管理官 増田　安弘 出席

5 国 国土交通省　近畿地方整備局 企画部技術開発調整官 堤　英彰 出席

6 国 国土交通省　近畿地方整備局 企画部総括技術検査官 八木　一也 出席

7 国 国土交通省　近畿地方整備局 企画部技術管理課長 藤本　正典 出席

8 国 国土交通省　近畿地方整備局 営繕部営繕品質管理官 川本　渉 出席

9 国 国土交通省　近畿地方整備局 営繕部技術・評価課長 西森　浩史 出席

10 国 国土交通省　近畿地方整備局 港湾空港部事業計画官 柴田　悟 出席

11 国 国土交通省　近畿地方整備局 港湾空港部品質確保室長 山本　悟 出席 品質確保室補佐　松尾、地主

12 国 国土交通省　近畿運輸局 総務部会計課長 田端　宏史 代理出席 総務部会計課　課長補佐　日高　政美

13 国 国土交通省　大阪航空局 技術管理官 地福　哲郎 出席 契約課　技術審査係長　風見　直樹

14 国 海上保安庁　第五管区海上保安本部 経理補給部経理課長 佐藤　裕哉 欠席

15 国 海上保安庁　第八管区海上保安本部 総務部経理課長 田鹿　丈康 欠席

16 国 農林水産省　近畿農政局 農村振興部設計課長 能見　智人 代理出席 農村振興部設計課　技術審査官　三浦　忠治

17 国 林野庁　近畿中国森林管理局 総務企画部経理課長 猿橋　徹 代理出席 経理課　課長補佐　山本  隆之

18 国 防衛省　近畿中部防衛局 調達部調達計画課長 柚木　隆行 出席 調達部調達計画課　課長補佐　小西広見

19 国 警察庁　近畿管区警察局 総務監察部会計課長 梅澤　淳 代理出席 総務監察部会計課課長補佐　中本　勝久

20 国 財務省　近畿財務局 管財総括第三課長 池田　靖 欠席

21 国 財務省　大阪国税局 営繕監理官 杉村　勝之 欠席

22 国 経済産業省　近畿経済産業局 総務企画部会計課長 内橋　研策 代理出席 会計課　専門職　中村　隆

23 国 環境省　近畿地方環境事務所 自然環境整備課長 木住野　泰明 代理出席 自然環境整備課長補佐　　澤村　光治郎 なし

24 国 最高裁判所　大阪高等裁判所 会計課課長補佐 井筒　真理 出席

25 地方公共団体 福井県 土木部土木管理課長 高木　宏之 代理出席 土木管理課参事　滝波栄治 なし

26 地方公共団体 滋賀県 土木交通部技術管理課長 速水　茂喜 出席

27 地方公共団体 滋賀県 農政水産部農政課長 青田　朋恵 代理出席 農政水産部耕地課・課長補佐　細溝　元信

28 地方公共団体 京都府 建設交通部理事(指導検査課長) 林　龍夫 出席 建設交通部指導検査課・主幹兼係長・安藤浩道

29 地方公共団体 京都府 農林水産部農村振興課長 田村　匠 出席 随行者なし

30 地方公共団体 大阪府 都市整備部事業管理室 技術管理課長 南　健志 出席
都市整備部事業管理室技術管理課契約
管理グループ長　中平健也

31 地方公共団体 大阪府 環境農林水産部検査指導課長 大串　隆男 代理出席 検査指導課契約検査グループ　補佐　向井哲 なし

32 地方公共団体 大阪府 総務部契約局建設工事課長 竹田　晃

33 地方公共団体 兵庫県 県土整備部土木局 技術企画課長 上田　英則 代理出席 技術企画課　副課長　髙橋　篤志 技術企画課　技術管理班　主幹　福﨑誠

34 地方公共団体 兵庫県 農政環境部農政企画局総務課長 栁田　順一 代理出席 総務課主幹（契約担当）　林　利一

35 地方公共団体 奈良県 県土マネジメント部技術管理課長 村田　淳 代理出席
県土マネジメント部 技術管理課 参事
奥田  幸司

技術管理課
主任調整員　北門  宏之
調整員　　正影  典之

36 地方公共団体 奈良県 食と農の振興部農村振興課長 長谷川　憲生

37 地方公共団体 和歌山県 県土整備部技術調査課長 小井　宣秀 出席 技術調査課　主任　川口　史浩

38 地方公共団体 和歌山県 県土整備部公共建築課長 明石　和也 出席 公共建築課　企画保全班長　山形　昌之

39 地方公共団体 和歌山県 農林水産部農業農村整備課長 井賀　尚哉 代理出席
農林水産部農業農村整備課　計画調整班長
田村　喜規

40 地方公共団体 京都市 建設局建設企画部監理検査課長 村田　隆 出席 建設局建設企画部監理検査課契約審査係長　橋本　航

41 地方公共団体 大阪市 建設局工事監理担当課長 野々内　幹夫 出席

42 地方公共団体 堺市
建設局土木部参事（区局連携・監理・調整担
当）

宮本　博行 出席

43 地方公共団体 神戸市 建設局担当部長（技術管理担当） 小谷　安彦 出席 建設局技術管理課担当係長　福田佳弘

44 地方公共団体 福井市 財政部長 田口　春彦 欠席

45 地方公共団体 池田町 町土整備課長 山崎　政弥 欠席

46 地方公共団体 東近江市 契約検査課長 奥居　剛 出席 R3.4　櫛田から奥居に変更

47 地方公共団体 豊郷町 企画振興課長 清水　純一郎 欠席

48 地方公共団体 舞鶴市 指導検査課長 大草　修 出席

49 地方公共団体 井手町 理事（建設課長） 西岡　久 出席

50 地方公共団体 東大阪市 行政管理部契約検査室契約課 木原　庸貴 出席

51 地方公共団体 岬町 総務課長 寺田　晃久 代理出席 総務課　主査　汗部　滉太郎

52 地方公共団体 相生市 財政部財政課長 寺田　大輔 出席

53 地方公共団体 佐用町 総務課長 幸田　和彦 出席

54 地方公共団体 天理市 総務課付課長 松田　衛 出席

55 地方公共団体 天川村 産業建設課長 弓場　儀一郎 出席

56 地方公共団体 橋本市 総務課長 堀畑　明秀 出席

57 地方公共団体 九度山町 総務課長 栄迫　唯夫 代理出席 総務課　係長　井浦　岐子

58 特殊法人 独立行政法人水資源機構　関西・吉野川支社 淀川本部施設管理課長 犬童　眞二 出席

59 特殊法人 西日本高速道路株式会社　関西支社 建設事業部技術課長 山口　卓位 出席

60 特殊法人 本州四国連絡高速道路株式会社 長大橋・技術部技術管理課長 宮口 典博 出席 ― 技術管理課 課長代理 石元 靖二

61 特殊法人 阪神高速道路株式会社 技術部技術管理課長 東　三千春 出席 技術部技術管理課　平野　翔也

62 特殊法人 新関西国際空港株式会社 技術・安全部長 高橋　良正 欠席

63 特殊法人 独立行政法人国立文化財機構 京都国立博物館 総務課長 阿部　勝

64 特殊法人 独立行政法人国立文化財機構 奈良国立博物館 総務課長 大西　真一 欠席

65 特殊法人 独立行政法人国立美術館　京都国立近代美術館 総務課長 津嵜　憲治 欠席

66 特殊法人 独立行政法人国立美術館　国立国際美術館 総務課長 木村　みどり 代理出席 総務課会計係長　酒井　啓太

67 特殊法人 独立行政法人国立文化財機構奈良文化財研究所 研究支援課長 不藤　忠義 出席

68 特殊法人 独立行政法人鉄道建設 ・運輸施設整備支援機構 北陸新幹線建設局 総務部契約課長 佐野　正和 代理出席 総務部契約課　課長補佐　山本　智規

69 特殊法人 独立行政法人都市再生機構　西日本支社 技術監理部 工務・品質管理課長 川上　潤 出席
技術監理部 工務・品質管理課　主幹　橋
爪俊明

70 特殊法人 国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 敦賀廃止措置実証本部 事業管理部調達課長 宮本　洋治 出席

71 地方共同法人 日本下水道事業団 近畿総合事務所 次長 笹井　勇人 出席

－ オブザーバー 大阪湾広域臨海環境整備センター 参事兼工務課長 露口　伸二
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令和３年度近畿ブロック発注者協議会実施体制

運用指針に基づき全ての発注者が発注関係事務を適切に実施できる連携・支援体制を強化

■近畿ブロック発注者協議会の体制

○公共工事の品質確保の促進に向けた取組等について、発注者間の連携・調整を図るため、近畿ブロック

発注者協議会を設置（平成20年度に設置）

○各種取組みを重点的に検討、調整し、より効率的な展開を図れるよう「工事検査分科会」を新設（H28.4）

■近畿ブロック発注者協議会

○国の機関 １４機関
国土交通省、農林水産省、財務省、経済産業省、
環境省、防衛省、警察庁、林野庁、海上保安庁、
高等裁判所

○地方公共団体 ２５機関
７府県、４政令市、１４市町村

○特殊法人等 １４機関

■近畿ブロック発注者協議会 幹事会

○発注者協議会の５３機関

■府県毎地域発注者協議会

○福井県、滋賀県、京都府、大阪府、

兵庫県、奈良県、和歌山県

○全市町村（２１１市町村）

○近畿地方整備局

○政令市（オブザーバー）

・運営分科会

・工事検査分科会（H28.4設置）

分科会

■近畿ブロック発注者協議会の構成図

連携

滋賀県・大阪府（平成28年度）、京都府（平成29
年度）、兵庫県（平成30年度）に分科会を設立
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■全国統一指標（平成29年度より）

①適正な予定価格の設定
●最新の積算基準と基準適用外の要領を整備

●最新単価を用いて積算を実施

②適切な設計変更
●設計変更ガイドラインを策定、活用

③施工時期の平準化（件数）
●平準化率0.6以上の機関数

■発注見通しの統合公表（平成29年7月より）

●参加団体の割合

近畿ブロック地域発注者協議会 成果

●地域発注者協議会への地整職員の出席
具体的な課題等の把握を行うとともに、

積極的に情報提供や意見交換を実施
●近畿ブロック発注者協議会にあわせ局長と

参加市町村長との意見交換会を開催
●地整工事検査への自治体職員の臨場

R1 16工事（府県21名、市町村3名）
●自治体総合評価審査委員へ地整職員の派遣

自治体からの依頼に応じ、管内事務所から
職員を委員として派遣

●自治体への出前講座の実施
R2 110名派遣 （2府県、2市町村）

◆近畿地方整備局の取組

65％ (H29.7) 94％ (R3.5)

77％ (H29.7) 91％ (R3.5)

19％ (H29.7) 68％ (R3.5)

5％ (H30.9) 100％ (R1.7)

〇全国統一指標、発注見通しの統合公表の取組状況ともに改善

◆成果

46％ (H29.7) 49％ (R1.6)

《和歌山県地域発注者協議会の開催状況》
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令和３年度近畿ブロック発注者協議会スケジュ－ル

3

近畿地方整備局

・近畿ブロック発注者協議会の運営
・令和２年度近畿ブロック発注者協議会の取組
・基準・要領システム等の標準化・共有化
・発注者情報一括公表の取組

幹事会（R3.3 書面開催）

・近畿ブロック発注者協議会の運営
・令和２年度近畿ブロック発注者協議会の取組
・新・全国統一指標を踏まえた令和3年度の取組について
・基準・要領システム等の標準化・共有化
・発注者情報一括公表の取組

分科会 （R3.6.18） 幹事会（R3.7.19）

協議会 （R3.8.5）

近畿ブロック発注者協議会

・協議会

・幹事会

・運営分科会 ☆

・工事検査分科会

各府県地域発注者協議会

　・福井県 ☆

　・滋賀県

　・京都府 ☆

　・大阪府 ☆

　・兵庫県 ☆

　・奈良県 ☆

　・和歌山県

※　協：協議会、幹：幹事会、分：分科会

令和２年度 令和３年度
４月 ７月 １０月 １月 ４月 ７月 １０月 １月

☆6/18

☆7/19

☆8/5

☆7月(書面)

☆10月(書面)

☆3月(書面)

☆10/14 ☆12/9

☆9/14分
☆10/30分

☆10月協(書面) 

☆4/30幹(書面) 

☆2/9

☆3月分・協(書面) 

☆10/28分

☆12月協(書面）
☆3/1分(書面)

☆2月協(書面) 

☆11月協(書面) 

☆6/17協(書面) 

☆12/24分

☆2月分(書面) 

☆6月幹(書面) 
☆7月協(書面) 

☆7/20協(web)
☆7/26分(web)

☆8/20協
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近畿ﾌﾞﾛｯｸ発注者協議会（第１４回）                       資料－２ 
   令和 ３年 ８月 ５日 
 
 

「近畿ブロック発注者協議会」設置要領（改正案） 

 

（名称） 

第１条 本会は、近畿ブロック発注者協議会（以下「協議会」という。）と称する。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、近畿地方における国、特殊法人等及び地方公共団体等の各発注者が、 

 発注者の責務を果たすため、公共工事の品質確保の促進に向けた取組み等について情報交換

や情報共有などを行い、連携強化や支援及び発注者間相互の連絡調整を図り、もって近畿ブロック

における公共工事の品質確保の促進に寄与することを目的とする。 

 

（事務） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項に関する連絡調整等を行う。 

 一 公共工事の品質確保の促進に関する施策に対する目標設定や実施状況 

 二 発注者間相互の連携及び協力 

 三 発注者への支援 

 四 その他前条の目的を達成するために必要な事項 

 

（協議会の構成） 

第４条 協議会は、別紙１に掲げる委員をもって構成する。 

２ 会長は、国土交通省近畿地方整備局長をもってあてる。 

３ 会長は、会務を総括し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、農林水産省近畿農政局農村振興部長及び代表府県部長をもってあてる。 

５ 副会長は、会長に事故がある時は、その職務を代理する。 

６ 市町村委員は各府県市長会会長、町村会会長をもってあてる。 

 

（会議） 

第５条 協議会の会議は、会長が招集する。 

２ 協議会の会議は、会長または会長が指名する者が議長を務める。 

３ 委員は、あらかじめ指名した者を代理として会議に出席させることができる。 

４ 会長は、必要がある時は、別紙１に掲げる者以外の者の参加を求めることができる。 
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（幹事会の構成） 

第６条 協議会の円滑な運営を補助するため、協議会に幹事会を置くものとし、幹事会の会議は、

幹事長が招集する。 

２ 幹事会は、別紙２に掲げる幹事をもって構成する。 

３ 幹事長は、国土交通省近畿地方整備局企画部長をもってあてる。 

４ 幹事会に、副幹事長を置き、幹事長が指名する。 

５ 副幹事長は、幹事長に事故がある時は、その職務を代理する。 

６ 市町村幹事は各府県市長会会長、町村会会長を担当する市町村技術管理主管部長 

  （課長）等をもってあてる。 

 

（分科会） 

第７条 幹事会の効率的な運営を図るため、必要に応じて分科会を設置することができる。 

 

（地域発注者協議会） 

第８条 近畿ブロックの全ての市町村における公共工事の品質確保を促進するため、福井 

 県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の各府県に地域発注者協議会を 

 設置する。 

 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、近畿地方整備局（企画部技術管理課）が関係機関の協力を得て 

 処理する。 

 

（雑則） 

第１０条 この要領に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

 

附 則 この要領は、平成 20 年 11 月 13 日から施行する。 

        この要領は、平成 27 年 3 月 24 日から施行する。 

        この要領は、平成 27 年 8 月 24 日から施行する。 

        この要領は、平成 28 年 8 月 22 日から施行する。 

        この要領は、平成 29 年 8 月 9 日から施行する。 

        この要領は、平成 30 年 8 月 6 日から施行する。 

      この要領は、令和元年 8 月 7 日から施行する。 

      この要領は、令和２年 ７月から施行する。 

      この要領は、令和３年 8 月 5 日から施行する。 
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別紙１ 

 

第４条関係（委員） 

 

 会   長  国土交通省 近畿地方整備局長 

 副 会 長  農林水産省 近畿農政局 農村振興部長 

 副 会 長  代表府県部長 

 

 委    員  警察庁 近畿管区警察局 総務監察部長 

       財務省 近畿財務局 管財部長 

       財務省 大阪国税局 総務部次長 

       農林水産省 林野庁 近畿中国森林管理局 総務企画部長 

              経済産業省 近畿経済産業局 総務企画部長 

       国土交通省 近畿地方整備局 総務部長 

       国土交通省 近畿地方整備局 企画部長 

       国土交通省 近畿地方整備局 営繕部長 

              国土交通省 近畿地方整備局  港湾空港部長 

              国土交通省 近畿運輸局 総務部長 

       国土交通省 大阪航空局 空港部長 

              国土交通省 海上保安庁 第五管区海上保安本部 経理補給部長 

       国土交通省 海上保安庁 第八管区海上保安本部 総務部長 

              環境省 近畿地方環境事務所長 

              防衛省 近畿中部防衛局 調達部長 

       大阪高等裁判所 会計課長 

 

       福井県 土木部長 

       滋賀県 土木交通部長 

              滋賀県 農政水産部長 

       京都府 建設交通部長 

       京都府 農林水産部技監 

       大阪府 都市整備部長 

       大阪府 環境農林水産部長 

       兵庫県 県土整備部長 

       兵庫県 農政環境部長 

       奈良県 県土マネジメント部長 

       奈良県 農林部長 食と農の振興部長 

       和歌山県 県土整備部長 

       和歌山県 農林水産部長 



                                                                            

4 
 

       京都市 建設局長 

       大阪市 建設局長 

       堺市 建設局長 

       神戸市 建設局長 

       福井市長  

       池田町長   

       東近江市長                       

       豊郷町長 

       綾部市長 舞鶴市長 

       井手町長 

              松原市長 東大阪市長 

       岬町長 

       相生市長 

       佐用町長 

       奈良市長 天理市長 

       高取町長 天川村長 

       橋本市長 

       みなべ町長九度山町長 

       (独)水資源機構 関西・吉野川支社 淀川本部長 

       西日本高速道路(株)関西支社 建設事業部長 

       本州四国連絡高速道路(株) 長大橋技術センター長 長大橋・技術部長 

       阪神高速道路(株) 技術部長 

       新関西国際空港(株) 技術・安全部長 

       (独)国立文化財機構 京都国立博物館 副館長 

       (独)国立文化財機構 奈良国立博物館 副館長 

       (独)国立美術館 京都国立近代美術館 館長 

       (独)国立美術館 国立国際美術館  館長 

       (独)国立文化財機構 奈良文化財研究所 研究支援推進部長 

       (独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構 大阪支社 北陸新幹線建設局 総務部長 

       (独)都市再生機構 西日本支社 副支社長 

       (国研)日本原子力研究開発機構 敦賀廃止措置実証本部 事業管理部長 

       日本下水道事業団 近畿総合事務所 事務所長 
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別紙２ 

第６条関係（幹事） 

 

 幹 事 長  国土交通省 近畿地方整備局 企画部長 

 副幹事長  農林水産省 近畿農政局 農村振興部 設計課長 

 副幹事長  代表府県課（室）長 

 

 幹  事  警察庁 近畿管区警察局 総務監察部 会計課長 

       財務省 近畿財務局 管財総括第三課長 

       財務省 大阪国税局 営繕監理官 

       農林水産省 林野庁 近畿中国森林管理局 総務企画部 経理課長 

              経済産業省 近畿経済産業局 総務企画部 会計課長 

       国土交通省 近畿地方整備局 総務部 契約管理官 

       国土交通省 近畿地方整備局 企画部 技術調整管理官 

       国土交通省 近畿地方整備局 企画部 技術開発調整官 

       国土交通省 近畿地方整備局 企画部 総括技術検査官 

       国土交通省 近畿地方整備局 営繕部 営繕品質管理官 

              国土交通省 近畿地方整備局  港湾空港部 事業計画官 

       国土交通省 近畿地方整備局 総務部 契約課長 

       国土交通省 近畿地方整備局 企画部 技術管理課長 

       国土交通省 近畿地方整備局 営繕部 技術・評価課長 

       国土交通省 近畿地方整備局 港湾空港部 品質確保室長 

              国土交通省 近畿運輸局 総務部 会計課長 

       国土交通省 大阪航空局 技術管理官 

              国土交通省 海上保安庁 第五管区海上保安本部 経理補給部 経理課長 

       国土交通省 海上保安庁 第八管区海上保安本部 総務部 経理課長 

              環境省 近畿地方環境事務所 自然環境整備課長         

              防衛省 近畿中部防衛局 調達部 調達計画課長 

       大阪高等裁判所 会計課長補佐 

 

       福井県 土木部 土木管理課長 

       滋賀県 土木交通部 技術管理課長 

              滋賀県 農政水産部 農政課長 

       京都府 建設交通部 建設交通部理事(指導検査課長) 

       京都府 農林水産部 農村振興課長 

       大阪府 都市整備部 事業管理室 技術管理課長 

       大阪府 環境農林水産部 検査指導課長 

       大阪府 総務部契約局 建設工事課長 
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       兵庫県 県土整備部 県土企画局 技術企画課長 

       兵庫県 農政環境部 農政企画局 総務課長 

       奈良県 県土マネジメント部 技術管理課長 

       奈良県 農林部 食と農の振興部 農村振興課長 

       和歌山県 県土整備部 技術調査課長 

       和歌山県 県土整備部 公共建築課長 

       和歌山県 農林水産部 農業農村整備課長 

       京都市 建設局 監理検査課長 

       大阪市 建設局 工事監理担当課長 

       堺市 建設局 土木部 参事（区局連携・監理・調整担当） 

       神戸市 建設局 担当部長（技術管理担当） 

       福井市 財政部長 

       池田町 町土整備課長 

       東近江市 契約検査課長 

       豊郷町 企画振興課長 

       綾部市 監理課長 舞鶴市 指導検査課長 

       井手町 理事（建設課長） 

              松原市 総務部契約検査室長 東大阪市 行政管理部契約検査室契約課長 

       岬町 総務課長 

       相生市  財政部財政課長 

       佐用町 総務課長 

       奈良市 契約課長 天理市 総務課付課長 

       高取町 総務課長 天川村 産業建設課長 

       橋本市 総務課長 

       みなべ町 総務課長 九度山町 総務課長 

       (独)水資源機構 関西・吉野川支社 淀川本部施設管理課長 

       西日本高速道路(株)関西支社 建設事業部 技術課長 

       本州四国連絡高速道路(株) 長大橋技術センター  
長大橋・技術部 技術管理課長 

       阪神高速道路(株) 技術部 技術管理課長 

       新関西国際空港(株) 技術・安全部長 

       (独)国立文化財機構 京都国立博物館 総務課長 

       (独)国立文化財機構 奈良国立博物館 総務課長 

       (独)国立美術館 京都国立近代美術館 総務課長 

       (独)国立美術館 国立国際美術館  総務課長 

       (独)国立文化財機構 奈良文化財研究所 

          研究支援推進部 研究支援課長 

       (独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構 大阪支社 北陸新幹線建設局  
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総務部 契約課長 

       (独)都市再生機構 西日本支社 技術監理部 工務・品質管理課長 

       (国研)日本原子力研究開発機構  

           敦賀廃止措置実証本部 事業管理部調達課長 

       日本下水道事業団 近畿総合事務所 施工管理課長 
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「近畿ブロック発注者協議会」運営規則 

 

  「近畿ブロック発注者協議会」設置要領について、下記のとおり運営規則を定める。 

 

記 

 

第３条関係 

 【活動内容】 

  協議会は公共工事の品質確保に向けた次の各号にあげる事項について討議を行う。 

  ①総合評価の導入・拡大 

  ②品質確保に関する取組みの情報共有・促進等 

  ③地域貢献に関する評価の普及促進 

  ④受注者間における適正な関係の構築 

 

第４条、第７条関係 

 【副会長、副幹事長】 

   地方公共団体の代表で就任していただく協議会副会長及び副幹事長については、 

  以下の順番制とする。 

 

   平成２５年度   和歌山県 

   平成２６年度   兵庫県 

   平成２７年度  大阪府 

   平成２８年度  京都府 

   平成２９年度   滋賀県 

   平成３０年度   福井県 

   令和元年度   奈良県 

   令和 ２年度   和歌山県 

   令和 ３年度   兵庫県 
   令和 ４年度   大阪府 

   令和 ５年度   京都府 

   令和 ６年度   滋賀県 
   令和 ７年度   福井県 

   令和 ８年度   奈良県 

   令和 ９年度   和歌山県 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

令和２年度近畿ブロック発注者協議会の取組

近畿地方整備局

令和 ３年 ７月１９日
近 畿 地 方 整 備 局

資料－３
近畿ブロック発注者協議会 幹事会資料



令和２年度近畿ブロック発注協の取組

1

１．【適切な設計変更】 ＜全国統一指標＞
⇒ 変更手続の円滑な実施を目的として、ガイドライン（設計変更が可能になる場合の例、手続の例、工事一時中止が必要な

場合の例及び手続に必要となる書類の例等についてとりまとめた指針）の策定に努め、これを活用する。
⇒ 施工条件を適切に設計図書に明示し、設計図書に示された施工条件と実際の工事現場の状態が一致しない場合、設計図

書に明示されていない施工条件について予期することのできない特別な状態が生じた場合その他の場合において、必要と
認められるときは、適切に設計図書の変更及びこれに伴って必要となる請負代金の額や工期の適切な変更を行う。

２．【施工時期等の平準化】 ＜全国統一指標＞
⇒ 債務負担行為の積極的な活用、年度当初からの予算執行の徹底、工事完成時期の年度末への集中を避けることなど予

算執行上の工夫や、建設資材や労働者の確保等の準備のための工事着手までの余裕期間の設定といった契約上の工夫
等を行うとともに、工事の性格、地域の実情、自然条件、週休２日の確保等による不稼働日等を踏まえた適切な工期を設定
の上、発注・施工時期の平準化に努める。

３．【適正な予定価格の設定】 ＜全国統一指標＞
⇒ 予定価格の設定に当たっては、公共工事の品質確保の担い手が中長期的に育成及び確保されるための適正な利潤を、

公共工事を施工する者が確保することができるよう、適切に作成された設計図書に基づき、経済社会情勢の変化を勘案
し、市場における労務及び資材等の取引価格、施工の実態等を的確に反映した積算を行う。積算に用いる価格が実際の取
引価格と乖離している恐れがある場合には、適宜見積り等を徴収し、その妥当性を確認した上で適切に価格を設定する。

⇒ 積算に用いる価格が実際の取引価格と乖離しないよう、最新の労務単価、資材等の実勢価格を適切に反映する。

４．【ダンピング対策】
ダンピング受注を防止するため、低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底する。

５．【入札契約方式の選択】
⇒各発注者は、工事の性格や地域の実情等に応じて、多様な入札契約方式の中から適切な入札契約方式を選択し、

適用する。
各機関における入札契約方式について、実情に応じ、総合評価落札方式の適応を検討する。

近畿地方整備局



適切な設計変更（ガイドラインの策定・活用状況）

2

【近畿目標】 ・府県・政令市のガイドラインの活用状況について確認。
・すべての市町村で「ガイドラインの策定、又は、府県のガイドラインの準用」が図れるよう

に推進を図る。

運用指針本文：

変更手続の円滑な実施を目的として、設計変更が可能になる場合の例、手続の例、工事一時中止が必
要な場合の例及び手続に必要となる書類の例等についてとりまとめた指針の策定に努め、これを活用す
る。

【指標】 品確法を踏まえた設計変更ガイドラインの策定・活用状況

【定義】 関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額に影響のある内容について
条件明示をし、条件の変更があった場合には、変更内容に基づき、変更を行っているか。

【指標分類】
a：ガイドラインを策定・活用し、これに基づき設計変更を実施。
b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じて設計変更を実施。
c：設計変更を実施していない。

近畿地方整備局



全ての市町村で設計変更を実施していると回答（入契法調査）
ガイドラインを策定・活用し、これに基づき設計変更を実施

127市町村（60%）R2.12 ⇒ 144市町村（68%）R3.5
策定していないが設計変更を実施

84市町村（40%）R2.12 ⇒ 67市町村（32%）R3.5

市町村

適切な設計変更（ガイドラインの策定・活用状況）

3

市町村におけるガイドラインの策定状況はR2.12からR3.5で60%から68%に増加。
⇒ 「設計変更ガイドラインの策定」について、引き続き推進を図る。

【現状】

府 県 全府県でガイドラインを策定・活用し、これに基づき設計変更を実施している。

全政令指定都市でガイドラインを策定・活用し、これに基づき設計変更を実施している。政令指定都市

近畿地方整備局

b:指針を策定していないが設計変更を実施している
a:指針を策定し、活用している
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令和３年５月現在



①（さ）債務負担行為の活用

⑤（そ）早期執行のための目標設定（執行率等の設定、発注見通しの公表）

④（せ）積算の前倒し

③（す）速やかな繰越手続

年度をまたぐような工事だけではなく、工期が１２ヶ月未満の工事についても、工事の施工時期の平準化を目的と
して、債務負担行為を積極的に活用
また、出水期までに施工する必要がある場合などには、ゼロ債務負担も適切に活用

年末から年度末に工期末が集中することが無いよう事業量の平準化等に留意し、上半期（特に４～６月）における
工事の執行率（契約率）の目標を設定し、早期発注など計画的な発注を実施

発注前年度のうちに設計・積算までを完了させることにより、発注年度当初に速やかに発注手続を開始

②（し）柔軟な工期の設定（余裕期間制度の活用）

工事又は業務を実施する中で、計画又は設計に関する諸条件、気象又は用地の関係、補償処理の困難、資材の入手
難その他のやむを得ない事由により、基本計画の策定等において当初想定していた内容を見直す必要が生じ、その結
果、年度内に支出が終わらない場合には、その段階で速やかに繰越手続を開始

工期設定や施工時期の選択を一層柔軟にすることで、計画的な発注による工事の平準化や受注者にとって効率的で
円滑な施工時期の選択を可能とするため、発注者が指定する一定期間内で受注者が工事開始日を選択できる任意着手
方式等を積極的に活用
※ 余裕期間については各発注者により定義等が異なる。

発注や施工時期等の平準化（地方公共団体における取組（さ・し・す・せ・そ））

4

地方公共団体における平準化の取組事例について ～平準化の先進事例「さしすせそ」～【第４版】
令和２年４月 土地・建設産業局建設業課入札制度企画指導室

https://www.mlit.go.jp/common/001344000.pdf

近畿地方整備局



①債務負担行為の活用は100％実施。
②柔軟な工期設定は82％（令和2年12月調べ） ⇒82％（令和3年5月調べ）を維持。
③速やかな繰越し手続き73％（令和2年12月調べ） ⇒73％（令和3年5月調べ）を維持。
④積算の前倒し91％（令和2年12月調べ） ⇒91％（令和3年5月調べ）を維持。
⑤早期執行のための目標設定100％（令和2年12月調べ） ⇒100％（令和3年5月調べ）を維持。

令和３年５月調べ

施工時期等の平準化

5

【現状】

府県・政令指定都市

近畿地方整備局

施工時期等の平準化【府県･政令市】

施工時期等の平準化
【市町村】

①債務負担行
為の活用

②柔軟な工期の
設定

（余裕期間制度
の活用）

③速やかな繰越
手続

④積算の
前倒し

⑤早期執行のた
めの目標設定

福井県 10 1 15 6 11
滋賀県 5 5 5 11 17
京都府 13 2 18 19 15
大阪府 23 4 10 23 11
兵庫県 32 10 18 19 26
奈良県 5 5 20 7 14
和歌山県 9 3 12 13 29
合計 97 30 98 98 123
取り組み実施率 46% 14% 46% 46% 58%

「地方公共団体における平準化の取組事例について」より抜粋

R3年度設定目標 R2年度達成状況 R2年度設定目標

福井県 ○ ○ ○ ○ 〇 平準化率０.７６（R7.3） 平準化率０.６８（Ｒ元年度） 平準化率0.8
滋賀県 ○ ○ ○ ○ ○ 平準化率８５％以上 平準化率８０％ 平準化率８５％以上
京都府 ○ ○ ○ ○ ○ 上半期約５３０億円発注 R2年度設定目標　達成 上半期約５３０億円の発注目標
大阪府 ○ ○ ○ 上半期入札公告率95％を目標として設定 上半期入札公告率85％ 上半期入札公告率94％を目標として設定
兵庫県 ○ ○ ○ ○ 上半期発注70％ 70.10% 上半期発注70％

奈良県 ○ ○ 〇 〇 〇 設計金額5千万円以上の工事について、工程上や
むを得ないものなどを除いて上半期発注 上半期発注率50％（金額） 設計金額5千万円以上の工事について、工程上や

むを得ないものなどを除いて上半期発注

和歌山県 ○ ○ ○ ○ ○ 72.7%(進行管理対象工事の当初予算と未契約
繰越を合わせた上半期発注率の計画値)

43.9%(進行管理対象工事の当初予算と未契
約繰越を合わせた上半期発注率の計画値)

55.5%(進行管理対象工事の当初予算と未契約
繰越を合わせた上半期発注率の計画値)

京都市 ○ ○ ○ ○ ○ 各工事担当部署で設定 各工事担当部署毎に評価 各工事担当部署毎に設定

大阪市 ○ ○ ○ Ｒ５年度を目標に国が示す参考指標の平準化率
0.8を目指す。 債務負担行為、余裕期間制度を有効に活用。 Ｒ５年度を目標に国が示す参考指標の平準化率

0.8を目指す。
堺市 ○ ○ ○ ○ 国から示された平準化率0.8を目指す 未確定 国から示された平準化率0.8を目指す
神戸市 ○ ○ ○ ○ ○ 上半期発注64% 達成率　72％ 上半期発注62%

合計 11 9 8 10 11

取り組み
実施率 100% 82% 73% 91% 100%

「地方公共団体における平準化の取組事例について」より抜粋

④積算の
前倒し

③速やかな
繰越手続

②柔軟な工期
の設定

（余裕期間制度の
活用）

①債務負担行為
の活用

⑤早期執行のための目標設定



施工時期等の平準化

6

【現状】

市町村

近畿地方整備局

①債務負担行為の活用42 ％（令和2年12月調べ） ⇒46％（令和3年5月調べ）に上昇。
②柔軟な工期の設定12 ％ （令和2年12月調べ） ⇒14％（令和3年5月調べ）に上昇。
③速やかな繰越手続42 ％ （令和2年12月調べ） ⇒46％（令和3年5月調べ）に上昇。
④積算の前倒し44 ％（令和2年12月調べ） ⇒46％（令和3年5月調べ）に上昇。
⑤早期執行の目標設定58％ （令和2年12月調べ） ⇒58％（令和3年5月調べ）を維持。

福井県内 滋賀県内 京都府内 大阪府内 兵庫県内 奈良県内 和歌山県内 全体

①債務負担行為の活用 59% 26% 52% 56% 80% 13% 30% 46%

②柔軟な工期の設定 6% 26% 8% 10% 25% 13% 10% 14%

③速やかな繰越手続 88% 26% 72% 24% 45% 51% 40% 46%

④積算の前倒し 35% 58% 76% 56% 48% 18% 43% 46%

⑤早期執行のための目標設定 65% 89% 60% 27% 65% 36% 97% 58%
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平準化率（項目実施率）【211市町村】

①債務負担行為の活用 ②柔軟な工期の設定 ③速やかな繰越手続 ④積算の前倒し ⑤早期執行のための目標設定

令和３年５月調べ



【近畿目標】 全ての市町村において『最新の積算基準を適用しているが、基準範囲外の場合の要領が未整備（b）』
が約１割あり、引き続き要領の整備について推進を図る。

適正な予定価格の設定（積算基準）

7

運用指針本文：

予定価格の設定に当たっては、公共工事の品質確保の担い手が中長期的に育成及び確保されるための適正な利潤
を、公共工事を施工する者が確保することができるよう、適切に作成された設計図書に基づき、経済社会情勢の変化
を勘案し、市場における労務及び資材等の取引価格、施工の実態等を的確に反映した積算を行う。

積算に用いる価格が実際の取引価格と乖離している恐れがある場合には、適宜見積り等を徴収し、その妥当性を確認
した上で適切に価格を設定する。

【指標】 最新の積算基準の運用状況及び基準対象外の際の対応状況（見積り等の活用）

【定義】
・ 最新の積算基準：1年（営繕の場合は2年）以内に更新されている積算基準。
・ 基準対象外（小規模土工など）の際の対応状況：見積り等により積算する要領を整備し運用しているか。

【指標分類】
a：最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の要領（※）を整備し、活用。
b：最新の積算基準を適用しているが、基準範囲外の場合の要領（※）は整備していない。
c：その他。

※基準以外に一定のルールを定めている場合を含む。

積算基準とは、その適用範囲が定められており、適用範囲外もしくは適用範囲内であるが積算額が合わず、不調・不落が発生している
歩掛かりについては見積もり等を活用し、適切な予定価格を設定する必要がある。

近畿地方整備局



●積算基準適用外の場合の要領（見積り等により積算する要領）を整備している。
198市町村（94%）R3.5

適正な予定価格の設定（積算基準）

市町村における基準外の場合の要領（見積り等により積算する要
領）」が整備されているのは94％。

⇒ 引き続き「要領」の作成に向け推進を図る。

【現状】

●全政令指定都市で、最新の積算基準を適用。基準適用外の場合の要領も整備している。

●全府県で最新の積算基準を適用。基準適用外の場合の要領も整備している。

8

近畿地方整備局
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適正な予定価格の設定（単価の更新頻度）

9

【近畿目標】 ６ヵ月以上単価を見直していない市町村もあり、市町村の現状を踏まえ最新単価を採用できるよう推進を図る。

運用指針本文：

積算に用いる価格が実際の取引価格と乖離しないよう、可能な限り最新の労務単価、資材等の実勢価格
を適切に反映する。

【指標】 単価の更新頻度

【定義】 使用する資材・材料の単価の更新・確認頻度。
※ 対象は、物価資料等に掲載のあるものとする。

【指標分類】
a：最新単価（1ヶ月以上経過したものでも最新であれば該当）。
b：3ヶ月以内。 c：6ヶ月以内。 d：12ヶ月以内。 e：それ以上。

資材価格の単価は、物価資料により毎月更新されており、基本的には、その最新の単価を用いて積算することが求められる。

近畿地方整備局



市町村 最新単価を使用している
192市町村（91%）R3.5

府県によりバラツキが見られる。

※ 土木以外（建築・下水等）では、a以外の回答もあり、
発注担当部署間のバラツキ（a、b混在）ある場合

⇒ a：最新単価 に計上

適正な予定価格の設定（単価の更新頻度）

10

各府県間で単価の更新頻度状況に乖離が見られる。

⇒ 最新単価の活用を推進

【現状】

府 県 全府県で最新単価を使用している。

全政令指定都市で最新単価を使用している。政令指定都市

近畿地方整備局



ダンピング受注の防止（低入札価格調査制度・最低制限価格制度の適切な活用）

11

【近畿目標】 中央公契連モデルを踏まえ、低入札価格調査基準価格及び最低制限価格について、その算定
方式の改訂等により適切に見直す。

運用指針本文：

ダンピング受注を防止するため、適切に低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定するなどの必要
な措置を講じ、低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底する。

低入札価格調査制度の調査基準価格は中央公契連最新モデル（H29→H31一部改定）、最低制限価格
においては中央公契連最新モデル（H29→H31一部改定）を参考に適切に見直す。

【指標分類】
（基準価格算定モデル（公契連モデル式の時点））

a：最新モデル（H31）同等。b：旧モデル（H29以前）同等。c：その他（非公表・独自モデル等）

近畿地方整備局



府県・政令指定都市を除く近畿ブロック発注者協議会調べ（R3.5）

市町村

1市が最低制限価格のみ導入(R2.12調べ）⇒低入札価格調査制度及び最低制限価格制度を併用
(R3.5調べ）【吉野郡大淀町】

【現状】

府 県・政令指定都市

低入札価格調査制度及び最低制限価格制度を併用している。

ダンピング受注の防止（低入札価格調査制度・最低制限価格制度の導入）

12

近畿地方整備局

福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 近畿ブロック管内

最低制限価格制度のみ導入 10 14 19 25 23 29 19 139
低入札価格調査制度のみ導入済み 0 0 0 0 0 0 0 0
低入札価格調査制度及び最低制限価格制度を併用 7 5 6 16 17 10 11 72
いずれの制度も導入しない 0 0 0 0 0 0 0 0
市町村件数 17 19 25 41 40 39 30 211



ダンピング受注の防止（基準価格を公契連最新モデル【H31】に更新活用）

市町村 最新モデル（H31）を使用している
101市町村（48%）R2.12 ⇒ 114市町村（54%）R3.5

旧モデル（H29以前）同等、またはその他（非公表・独自モデル等）のうち、
見直しを予定していない市町村

34市町村（16%）R2.12 ⇒ 34市町村（16%）R3.5

府 県・政令指定都市 すべての府県・政令市で低入札調査基準価格の最新モデル（H31）を使用している。

13⇒ 「最新モデルへの見直し予定のない市町村に対し、「適切な見直し」について引き続き推進を図る。

近畿地方整備局

最新モデル

101市町村, 48%

見直し予定なし

34市町村, 16%

見直し予定あり

10市町村, 5%

見直し時期未定,
66市町村, 31%

令和2年12月現在

最新モデル,
114市町村, 54%

見直し予定なし,
34市町村, 16%

見直し予定あり

5市町村, 2%

見直し時期未定, 
58市町村, 28%

令和3年5月現在



運用指針本文：
発注者は、発注する工事の内容に照らして必要がないと認める場合を除き、競争に参加しようとする者に

対し技術提案を求めるよう努める。（※）
公共工事の品質確保を図るためには、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約がなされることが重

要である。

（※）各地方公共団体で作成のガイドラインに規定された総合評価落札方式の対象となる工事

入札契約方式の選択（総合評価落札方式の推進）

14

【近畿目標】
○府県政令市においては、各団体で策定しているガイドラインに基づく発注方式を選択することを推進する。

・ 一定規模以上の発注金額等（各府県市町村のガイドラインにおいて総合評価落札方式で発注することを
規定されている金額等の 条件）の場合、総合評価落札方式を原則として、工事件数、実施率を拡大する。

○市町村においては、工事難易度・金額等から価格以外の性能を求める余地が少ないことから、市町村向け
簡易型等の導入など、各公共団体の状況を踏まえ多様な入札契約方式について検討。

近畿地方整備局



入札契約方式の選択（総合評価落札方式の推進）

15

近畿地方整備局

件数

R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2
福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 京都市 大阪市 堺市 神戸市

未達成件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14 22 0 0 0 0 0 12

達成件数 644 567 93 89 159 189 30 34 224 265 258 328 712 926 12 9 1 1 22 20 44 42

達成率 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 46% 29% 100% 100% 100% 100% 100% 78%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

達成件数 未達成件数

府 県・政令指定都市 総合評価落札方式の工事件数 R1年度 2,199件 ⇒ R2年度 2,470件

令和３年５月調べ

（近畿ブロック府県・政令市の合計値）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

週休２日の取組みに関するアンケート

16



週休２日の取組状況（府県・政令市・市町村） 近畿地方整備局

１．どのような方法で工期を算定されていますか

府県・政令市 市町村

17
令和３年５月調べ

【選択式】 【自由記述欄】

a:工事金額により決定
b:ｼｽﾃﾑ等により自動計算
c:日当り施工量より算出
d:その他

その他を選択された場合は具体的な内容

福井県 d:その他 工事金額、施工量、工種等から算定

滋賀県 c:日当り施工量より算出

京都府 c:日当り施工量より算出
・標準作業量から施工するのに必要な日数を算出する。
・工事価格1億円以下の工事については、国交省の標準
工期試算式を用いて算定

大阪府 c:日当り施工量より算出

兵庫県 d:その他 設計額・工種・施工量等から算定

奈良県 d:その他
・土木工事については工程表作成支援システムにより算出
・建築工事については一般社団法人日本建設業連合会
作成の建築工事適正工期算定プログラムを参考利用

和歌山県 c:日当り施工量より算出

京都市 d:その他 積み上げにより算定

大阪市 c:日当り施工量より算出

堺市 d:その他
日当り施工量から基準工期を算出し、雨休率、準備後片
付期間を考慮して決定

神戸市 d:その他 積み上げにより算定

日当り施工量
より算出

46 市町村
22%

b:ｼｽﾃﾑ等により
自動計算
6 市町村

3%

c:工事金額により決定
78 市町村

37%

d:その他
81 市町村

38%



週休２日の取組状況（府県・政令市・市町村） 近畿地方整備局

２．工期算定にあたり使用している基準について教えて下さい。

府県・政令市 市町村

18

【選択式】 【自由記述欄】
a:国の基準を準用
b:府県の基準を準用
c:その他

基準範囲外の場合の要領等を整備していない
理由

福井県 a:国の基準を準用

滋賀県 a:国の基準を準用

京都府 a:国の基準を準用

大阪府 a:国の基準を準用

兵庫県 a:国の基準を準用

奈良県 c:その他

・土木工事ついては国の基準を準用
・建築工事については一般社団法人日本建設
業連合会作成の建築工事適正工期算定プロ
グラムを参考利用

和歌山県 a:国の基準を準用

京都市 a:国の基準を準用

大阪市 a:国の基準を準用

堺市 a:国の基準を準用

神戸市 c:その他 国の基準を参考に、本市としての工期設定の考
え方を作成し使用している。

令和３年５月調べ



週休２日の取組状況（府県・政令市・市町村）
近畿地方整備局

３．週休2日の取組状況について教えてください。

府県・政令市 市町村

19

週休２日の取組状況
・導入済 ・・・・ １１市町村
(福井市、犬上郡多賀町、豊中市、松原市、
門真市、東大阪市、芦屋市、西脇市、
宍粟市、桜井市、磯城郡三宅町)
・導入検討中・ ・・・ ・・ ８市町村
（鯖江市、甲賀市、高槻市、富田林市、西
宮市、豊岡市、美方郡香美町、和歌山市）

【選択式】 【自由記述欄】
a:具体的には何もしていない
b:令和２年○件程度実施
c:その他

その他を選択された場合は具体的な内容
（bを選択された場合もこちらに具体的な件数
を記載してください）

福井県 b:令和2年○件程度実施
954件（週休２日）
285件(完全週休２日)
令和3年3月末時点

週休2日は4週7休、完全週休２日は4週8休の国補正率を
提供

滋賀県 b:令和2年○件程度実施
R2　550件実施
・受注者希望型　77件
・発注者指定型　473件

費用計上あり
算定方法は国交省と同様

京都府 b:令和2年○件程度実施 令和３年度３月末時点
41件実施(完了34件､施工中7件)

現場閉所を確認の上、実績に応じて費用を計上

大阪府 b:令和2年○件程度実施 令和2年度週休2日対象工事発注件数：約
600件

費用計上あり。算定方法は国の基準を準用。

兵庫県 b:令和2年○件程度実施 892 費用計上を行っている。算定方法は国の基準を準用

奈良県 c:その他

・土木工事については令和２年度401件を受
注者希望型で実施
・建築工事については令和４年度から週休2日
促進工事（試行）を実施予定

土木工事については、週休2日で実施した工事は費用を計
上している。算定方法は、実施状況に合わせて、国の基準に
準じ労務費・機械経費・共通仮設費・現場管理費の率補
正を変更計上している。

和歌山県 b:令和2年○件程度実施 58件 国の基準に基づき費用を計上
京都市 b:令和2年○件程度実施 令和２年度６９件実施 令和２年度６件計上（国の費用計上方法を準用）

大阪市 b:令和2年○件程度実施 小額工事等を除く原則全ての工事を対象（令

和2年度対象：792件）

費用計上は未実施
（令和3年度からの順次適用を予定）

堺市 b:令和2年○件程度実施
令和2年度発注案件にて、
１６件程度実施予定
（対象工事：総合評価落札方式）

国の費用計上方法を準用

神戸市 b:令和2年○件程度実施
本市が発注する工事は原則すべての工事を週
休2日の対象として取り組んでいる。
（R3.5時点の対象：496件）

土木工事、建築・建築設備工事については、週休2日にかか
る費用計上を行っている。
算定方法は国の基準に準じている。
（土木工事：R2.4～、建築工事：R3.6～）

【自由記述欄】
（週休２日の取組実績があると回答いただいた場合のみ、
回答ください）
週休２日にかかる費用計上を行った工事はありますか。また、
その場合どのような算定方法で計上されていますか。

令和３年５月調べ



週休２日発注率
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近畿地方整備局
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0% 0%

17%

3%

83%
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福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 京都市 大阪市 堺市 神戸市

週休２日発注率 H30
R1
R2

指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型
対象件数 0件 27件 14件 331件 0件 0件 531件 0件 260件 507件 0件 3件 0件 10件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 167件 0件

全体工事件数
発注率
対象件数 12件 48件 84件 511件 0件 200件 517件 50件 796件 0件 0件 94件 0件 113件 7件 0件 0件 591件 0件 0件 563件 0件

全体工事件数
発注率
対象件数 1239件 0件 473件 77件 3件 500件 543件 52件 892件 0件 0件 629件 0件 578件 6件 43件 0件 792件 0件 17件 496件 0件

全体工事件数
発注率

奈良県 和歌山県 京都市 大阪市 堺市 神戸市福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県

1.7% 50.8% 0.0% 66.4% 36.9%
1600件 679件 1021件 800件 2078件

0.2% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 17.0%
2129件 471件 1529件 400件 981件1419件

39.9% 0.0% 61.1%
2030件 577件 1480件 450件 921件

3.3% 82.9% 18.8% 69.6% 46.5%
1800件 718件 1066件 815件 1711件 1469件

49.5% 4.9% 64.8%
2326件 565件 1599件 350件 765件

82.8% 100.0% 46.3% 71.2% 94.9%
1497件 550件 1086件 836件 940件 723件

H30

R1

R2
87.0% 24.8% 8.7%

6.4% 5.6% 1.2%

令和３年５月調べ

週休2日対象工事発注率 H30年度 14％ ⇒ R1年度28％ ⇒ R2年度 56％
（近畿ブロック府県・政令市の合計値）



ＩＣＴ工事発注率
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近畿地方整備局

0%

41%

1% 0% 4% 0% 3% 0%0%

24%

6% 5%

16%

0%
6%

0%1%

63%

6%
8%

61%

8%

24%

0% 0% 0%

40%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%

福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 京都市 大阪市 堺市 神戸市

ICT工事発注率
H30 R1 R2

指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型
対象件数 0件 2件 0件 276件 0件 6件 3件 0件 29件 54件 1件 3件 0件 61件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 1件 0件

全体工事件数
発注率
対象件数 0件 6件 4件 165件 0件 60件 3件 40件 74件 196件 1件 3件 0件 118件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 3件

全体工事件数
発注率
対象件数 0件 9件 0件 347件 0件 70件 0件 65件 106件 467件 1件 59件 0件 561件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 304件

全体工事件数
発注率

大阪市 堺市 神戸市福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県

0.0% 0.0% 0.1%
2129件 471件 1529件 400件 981件

0.1% 40.6% 0.6% 0.4% 4.0%
1600件 679件 1021件 800件 2078件 1419件

0.0% 0.0% 0.3%
2030件 577件 1480件 450件 921件

0.3% 23.5% 5.6% 5.3% 15.8%
1800件 718件 1066件 815件 1711件 1469件

0.0% 0.0% 39.7%
2326件 565件 1599件 350件 765件

0.6% 63.1% 6.4% 7.8% 61.0%
1497件 550件 1086件 836件 940件 723件R2

H30

R1

8.3% 24.1% 0.0%

0.3% 5.8% 0.0%

0.3% 2.9% 0.0%

奈良県 和歌山県 京都市

令和３年５月調べ

ICT工事発注件数 H30年度 68件 ⇒ R1年度195件 ⇒ R2年度 300件
（近畿ブロック府県・政令市の合計値）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

業務（測量、調査及び設計）に関するアンケート

22



【業務】履行期間の平準化

R3年度設定目標

福井県 ○ ○ R2補正は上半期100％、R3当初は上半期70％

滋賀県 〇 〇 〇 業務の第４四半期納期率0.35以下
発注計画
作成

年度当初に目標設定を踏まえた2か年に
わたる発注計画を作成し進行管理を行う

京都府 ○ ○ ○ 上半期約530億円発注 ※
コンサル業務単独の目標はないため、全
体目標を記載

大阪府 ○ ○ 上半期入札公告率95％を目標として設定

兵庫県 ○ ○ ○ 上半期発注70％

奈良県 〇 〇 〇
設計金額5千万円以上の工事について、工程
上やむを得ないものなどを除いて上半期発注

〇
早期執行にむけた発注事務手続きの簡素
化

和歌山県 〇 〇 〇 上期発注割合 86.5% 〇 3月が工期末の工事の割合を25％以下

京都市 ○ ○ ○ 各業務担当部署で設定

大阪市 ○ 入札公告の前倒しを実施

堺市 ○
国から示された第４四半期納期率0.51以下を
目指す

神戸市 〇 〇 〇 計画的な発注に努める 調査
各業務における発注実態の調査を行って
いる

「発注関係事務の運用に関する指針」より抜粋 その他

②債務負担
行為の活用

①繰越明許
費の活用

③早期執行のための目標設定
④その他 （具体的に記載）

発注者は積極的に計画的な発注や施工時期の平準化のための取組を実施する。具体的には、繰越
明許費・債務負担行為の活用や入札公告の前倒しなどの取組により施工時期の平準化に取り組む。

【現状】 ①繰越明許費・債務負担行為は、７３％の府県、政令市で活用。
②全ての府県・政令市で、入札公告の前倒し等の早期執行の取組を実施。

令和３年５月調べ

（※）

（※） 発注関係事務の運用に関する指針より抜粋



【業務】低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用の徹底

ダンピング受注を防止するため、低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底す
る。予定価格は、原則として事後公表する。

【現状】 ①全ての府県・政令市で、低入札価格調査制度又は最低制限価格制度を導入。
②基準価格は、全ての府県・政令市で中央公契連最新モデル（H31）をベースに設定。

対象地方自治体

最低制限価格制度のみ導入 福井県、京都府、兵庫県、堺市

低入札価格調査制度及び最低制限価格制
度を併用

滋賀県、大阪府、奈良県、和歌山県、京都市、大阪市、神戸市

令和３年５月調べ
（※） 発注関係事務の運用に関する指針より抜粋

（※）



【業務】予定価格の適正な設定、適正な履行期間の設定、適切な設計変更

【予定価格の適正な設定】

予定価格の設定にあたっては、市場における技術者単価および資材・機材等の取引価格、履行の実態等を的確に
反映した積算を行う。

【適正な履行期間の設定】

履行期間の設定にあたっては、業務の内容や、規模、方法、地域の実情等を踏まえた業務の履行に必要な日数の
他、必要に応じて準備期間、照査期間や週休２日を前提とした業務に従事する者の休日等を考慮する。

【適切な設計変更】

設計図書に示された設計条件と実際の条件が一致していない場合において、設計図書の変更及びこれに伴って必
要となる契約額や履行期間の変更を適切に行う。その際、履行期間が翌年度にわたることとなったときは、繰越明許
費を活用する。

【現状】 ①全ての府県・政令市で、最新の積算基準、最新の単価を適用。
② ７３％の府県・政令市において、基準対象外の場合の要領を整備。

【現状】 ① ８２％の府県・政令市において、履行期間の策定基準、工程表作成支援システム等により工
期を設定。

② その他、業務量、業務価格、過去の実績に基づき工期を設定。

【現状】 ① ７２％の府県・政令市において、設計変更ガイドライン等を策定、活用。

令和３年５月調べ
（※） 発注関係事務の運用に関する指針より抜粋

（※）

（※）

（※）
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新･担い手３法（品確法と建設業法･入契法の一体的改正）について

※担い手３法の改正（公共工事の品質確保の促進に関する法律、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律）

相次ぐ災害を受け地域の「守り手」としての建設業への期待
働き方改革促進による建設業の長時間労働の是正
i-Constructionの推進等による生産性の向上

予定価格の適正な設定、歩切りの根絶
価格のダンピング対策の強化
建設業の就業者数の減少に歯止め

新たな課題・引き続き取り組むべき課題 担い手３法施行(H26)後５年間の成果

平成26年に、公共工事品確法と建設業法･入契法を一体として改正※し、適正な利潤を確保できるよう予定価格を適正に設定することや、ダンピング対策を
徹底することなど、建設業の担い手の中長期的な育成・確保のための基本理念や具体的措置を規定。

新たな課題に対応し、
５年間の成果をさらに充実する
新・担い手３法改正を実施

建設業法・入契法の改正 ～建設工事や建設業に関する具体的なルール～

品確法の改正 ～公共工事の発注者･受注者の基本的な責務～

cv

○発注者の責務
・適正な工期設定 （休日、準備期間等を考慮）
・施工時期の平準化 （債務負担行為や繰越明許費の活用等）
・適切な設計変更
（工期が翌年度にわたる場合に繰越明許費の活用）

働き方改革の推進

○受注者（下請含む）の責務
・適正な請負代金･工期での下請契約締結

○発注者の責務
・緊急性に応じた随意契約･指名競
争入札等の適切な選択

・災害協定の締結、発注者間の連携
・労災補償に必要な費用の予定価格
への反映や、見積り徴収の活用

○発注者･受注者の責務
・情報通信技術の活用等による
生産性向上

生産性向上
への取組

災害時の緊急対応強化
持続可能な事業環境の確保

○調査･設計の品質確保
・「公共工事に関する測量、
地質調査その他の調査及
び設計」を、基本理念及
び発注者･受注者の責務の
各規定の対象に追加

○現場の処遇改善
・社会保険の加入を許可要件化
・下請代金のうち、労務費相当については現金払い

○工期の適正化
・中央建設業審議会が、工期に関する基準を作成・勧告
・著しく短い工期による請負契約の締結を禁止
（違反者には国土交通大臣等から勧告・公表）
・公共工事の発注者が、必要な工期の確保と施工時期の平準化
のための措置を講ずることを努力義務化＜入契法＞

○技術者に関する規制の合理化
・監理技術者：補佐する者(技士補)
を配置する場合、兼任を容認

・主任技術者(下請)：一定の要件を
満たす場合は配置不要

○災害時における建設業者団体
の責務の追加

・建設業者と地方公共団体等との
連携の努力義務化

○持続可能な事業環境の確保
・経営管理責任者に関する規制を
合理化

・建設業の許可に係る承継に関す
る規定を整備

1



近畿地方整備局近畿地方整備局新・全国統一指標について

2

国土交通省
近畿地方整備局

○ 令和元年６月に品確法が改正、令和２年１月に発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）が策定さ
れ、品確法の理念を現場で実現するために、令和２年５月に新・全国統一指標が設定された。

○ 令和２年度は、H２９年度より実施している全国統一指標３項目（適正な予定価格の設定、適切な設計変
更、施工時期の平準化）に加え、従来より取り組んでいる指標２項目（ダンピング対策、入札契約方式の選
択）の改善を目指して実施。

○ 令和２年度の発注者協議会において、新・全国統一指標に加え、これまでの取組状況等も踏まえた近畿
独自指標を設定し取組を推進することとした。

工事 測量、調査及び設計【新】

必
ず
実
施
す
べ
き

事
項

実
施
に
努
め
る

事
項

①予定価格の適正な設定
②歩切りの根絶
③低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用の徹底等

【新・全国統一指標】
④施工時期の平準化【新】 【新・全国統一指標】
⑤適正な工期設定【新】 【新・全国統一指標】
⑥適切な設計変更
⑦発注者間の連携体制の構築

①ICTを活用した生産性向上【新】
②入札契約方式の選択・活用
③総合評価落札方式の改善【新】
④見積りの活用
⑤余裕期間制度の活用
⑥工事中の施工状況の確認【新】
⑦受注者との情報共有、協議の迅速化

①予定価格の適正な設定
②低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用の徹底等

【新・全国統一指標】
③履行期間の平準化 【新・全国統一指標】
④適正な履行期間の設定
⑤適切な設計変更
⑥発注者間の連携体制の構築

①ICTを活用した生産性向上

②入札契約方式の選択・活用

③プロポーザル方式・総合評価落札方式の積極的な活用

④履行状況の確認

⑤受注者との情報共有、協議の迅速化

災
害

対
応

①随意契約等の適切な入札契約方式の活用
②現地の状況等を踏まえた積算の導入
③災害協定の締結等建設業者団体等や、他の発注者との連携

「新・全国統一指標」 ＋ 「地域独自指標」の設定

運用指針のポイント（発注関係事務の運用に関する指針（解説資料）より）



近畿地方整備局近畿地方整備局運用指針における取組指標の設定状況

運用指針の内容 指標の設定状況

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

①予定価格の適正な設定
近畿独
自

・基準適用外の要領の整備
・最新単価の使用

②歩切りの根絶 － H28年度に達成
③低入札価格調査基準又は最
低制限価格の設定・活用の徹底

新・全国
統一

低入札価格調査基準又は
最低制限価格の設定

④施工時期の平準化
新・全国
統一

地域平準化率（工事）

⑤適正な工期設定
新・全国
統一

週休２日対象工事の実施状
況

⑥適切な設計変更
近畿独
自

ガイドラインの策定・活用

⑦発注者間の連携体制の構築 －
発注者協議会において連
携

実
施
に
努
め
る
事
項

①ICTを活用した生産性向上 取組共
有

ICT工事発注率

②入札契約方式の選択・活用
近畿独
自

総合評価落札方式の拡大

③総合評価落札方式の改善

④見積もりの活用

⑤余裕期間制度の活用

⑥工事中の施工状況の確認

⑦受注者との情報共有、協議の
迅速化

運用指針の内容 指標の設定状況

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

①予定価格の適正な設定
取組共
有

・基準適用外の要領の整備
・最新単価の使用

②低入札価格調査基準又は最低
制限価格の設定・活用の徹底

新・全国
統一

低入札価格調査基準又は
最低制限価格の設定

③履行期間の平準化
新・全国
統一

地域平準化率（業務）

④適正な履行期間の設定
取組共
有

履行期間策定基準の設定
状況

⑤適切な設計変更
取組共
有

ガイドラインの策定・活用

⑥発注者間の連携体制の構築 － 発注者協議会において連携

実
施
に
努
め
る
事
項

①ICTを活用した生産性向上

②入札契約方式の選択・活用

③プロポーザル方式・総合評価
落札方式の積極的な活用

④履行状況の確認

⑤受注者との状況共有、協議の
迅速化

工事 測量、調査及び設計

3
※運用指針：発注関係事務の運用に

関する指針（解説資料）

運用指針の内容 指標の設定状況

災害
対応

①随意契約等の適切な入札契約方式の活用

②現地の状況等を踏まえた積算の導入

③災害協定の締結等建設業者団体等や、他の発注者との連携



全国統一指標 R3年度数値目標について（案） 近畿地方整備局

4

○ 新・全国統一指標の目標値（R6年）については、令和２年度に設定。

○ R2年度の数値目標の設定については、基準値と全国平均値を比較して目標値に近い方の値としていた。

〇 R3年度からは、目標に向かって着実に数値を改善していくという観点から、目標年までの均等割りをベー
スとした目標値の設定とする。

R1 R2 R3 R4 R5 R6

目標値（R6)

基準値
（R1)

基準値が全国平均値より高かっ
た地域の目標設定のイメージ

基準値
（R1)

基準年（R1) 全国平均値

基準値が全国平均値より低かっ
た地域の目標設定のイメージ

R3目標値

※ ただし、R2実績値がR3目標値を上回ってい
る場合は、R2実績値以上として設定する。

R2目標値



近畿地方整備局近畿地方整備局新・全国統一指標を踏まえた令和3年度の取組(1)

対象 新・全国統一指標

工事

地域平準化率（件数）＝

地域
基準値
（R1)

目標（R3）
（案）

目標（R6)
取組項目（継続）

・（さ）債務負担行為の活用
・（し）柔軟な工期設定
・（す）速やかな繰越手続き
・（せ）積算の前倒し
・（そ）早期執行のための目標設定

近畿ブロック 0.72 0.74 0.78

福井県域 0.68 0.72 0.76

滋賀県域 0.65 0.71 0.74

京都府域 0.73 0.74 0.77

大阪府域 0.67 0.71 0.73

兵庫県域 0.78 0.79 0.82

奈良県域 0.73 0.75 0.81

和歌山県域 0.73 0.74 0.78

調査対象機関
○：国等
○：都道府県
○：政令市
○：市町村

（年度の工事平均稼働件数）

（4～6月期の工事平均稼働件数）

5

（さ）債務負担行
為の活用

（し）柔軟な工期
設定

（す）速やかな
繰越手続

（せ）積算の
前倒し

（そ）早期執行の
ための目標設定

府県・政令市 100% 82% 73% 91% 100%

市町村 46% 14% 46% 46% 58%

現状（R3.5時点）

R3年度取組内容（案）
（１） 平準化の先進事例「さ・し・す・せ・そ」の積極的な活用による施工時期の平準化を進める。
（２） 実施状況についてアンケートを行い、進捗状況の確認・共有を行う。

※R3目標値について、R2実績値がR3目標値を上回っている場合は、R2実績値以上として設定する。



近畿地方整備局近畿地方整備局新・全国統一指標を踏まえた令和3年度の取組(2)

対象 新・全国統一指標

工事

週休２日対象工事の実施状況＝

地域
基準値
（R1)

目標（R3）
（案）

目標（R6)

取組項目（継続）

・週休２日対象工事の発注率
・基準書等に基づく工期設定
・公告時に施工条件を提示

近畿ブロック 0.30 0.49 1.0

福井県域 0.03 0.46 1.0

滋賀県域 0.83 0.87 1.0

京都府域 0.09 0.46 1.0

大阪府域 0.36 0.52 1.0

兵庫県域 0.71 0.78 1.0

奈良県域 0.05 0.46 1.0

和歌山県域 0.05 0.46 1.0

全工事件数（公告等）

週休2日対象工事件数（公告等）

調査対象機関
○：国等
○：都道府県
○：政令市
－：市町村

6

現状（R3.5時点）
（１） 週休２日対象工事の発注率 56% （6,340件/11,237件）
（２） 基準書に基づく工期設定※1 100%
（３） 公告時に施工条件を提示※2 100%

※ 数値は近畿ブロック府県・政令市の合計値
※１ 基準書等に基づく工期設定とは、準備・片付け期間、休日・降雨日による不稼働日の設定を含む
※２ 施工条件とは、工程に影響する項目（地元調整・用地取得状況等）に関するもの。特記仕様書への記載も含む。

R3年度取組内容（案）
（１） 各発注機関で、週休２日対象工事の発注率拡大に向けた取組を行う。
（２） 実施状況について、アンケート調査等により、進捗状況の確認・共有を行う。

※R3目標値について、R2実績値がR3目標値を上回っている場合は、R2実績値以上として設定する。



近畿地方整備局近畿地方整備局新・全国統一指標を踏まえた令和3年度の取組(3)

対象 新・全国統一指標

工事

低入札価格調査基準又は
最低制限価格の設定状況

地域
基準値
（H30)

目標（R3）
（案）

目標（R5)

取組項目（継続）

・低入札価格調査基準又は
最低制限価格制度の導入率
・最新モデル（H31)の使用

近畿ブロック － － －

福井県域 0.90 0.93 1.0

滋賀県域 0.99 1.00 1.0

京都府域 0.92 0.95 1.0

大阪府域 0.93 0.95 1.0

兵庫県域 0.93 0.95 1.0

奈良県域 0.90 0.93 1.0

和歌山県域 0.96 0.97 1.0

調査対象機関
－：国等
○：都道府県
○：政令市
○：市町村

（年度の工事発注件数）

（低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した入札件数）
実施率（件数）＝

7

現状（R3.5時点）
（１） 全ての府県・政令市で低入札価格調査制度及び最低制限価格制度を併用、基準価格を中央

公契連モデル（H３１）により設定。
（２） 全ての市町村において、低入札価格調査制度又は最低制限価格制度を導入済み。
（３） 54%（114/211）の市町村で中央公契連モデル（H31)を使用。

R3年度取組内容（案）
（１） 低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底する。
（２） 基準価格の算定にあたっては、最新の中央公契連モデルを活用を推進。
（３） 実施状況について、アンケート調査等により、進捗状況の確認・共有を行う。

※R3目標値について、R2実績値がR3目標値を上回っている場合は、R2実績値以上として設定する。



近畿地方整備局近畿地方整備局新・全国統一指標を踏まえた令和3年度の取組(4)

対象 新・全国統一指標

業務

第4四半期納期率（件数）＝

地域
基準値
（R1)

目標（R3）
（案）

目標（R6)

取組項目（新規）

・繰越明許費の活用
・債務負担行為の活用
・履行期間平準化のための
目標設定

近畿ブロック 0.52 0.50 0.46

福井県域 0.51 0.48 0.46

滋賀県域 0.51 0.48 0.46

京都府域 0.49 0.48 0.43

大阪府域 0.56 0.49 0.47

兵庫県域 0.49 0.48 0.46

奈良県域 0.53 0.48 0.46

和歌山県域 0.45 0.45 0.43

調査対象機関
○：国等
○：都道府県
○：政令市
－：市町村

（年度の業務稼働件数）

（第4四半期［1～3月］に完成する業務件数）

8

繰越明許費の
活用

債務負担行為の
活用

早期執行のため
の目標設定

府県・政令市 73% 73% 91%

現状（R3.5時点）

R3年度取組内容（案）
（１） 繰越明許費・債務負担行為を積極的に活用する。
（２） 各発注機関において履行期間平準化のための目標を設定し、平準化を進める。
（３） 実施状況について、アンケート調査等により、進捗状況の確認・共有を行う。

※R3目標値について、R2実績値がR3目標値を上回っている場合は、R2実績値以上として設定する。



近畿地方整備局近畿地方整備局新・全国統一指標を踏まえた令和3年度の取組(5)

対象 新・全国統一指標

業務

低入札価格調査基準又は
最低制限価格の設定状況

地域
基準値
（R1)

目標（R3）
（案）

目標（R5)

取組項目（新規）

・低入札価格調査基準又は
最低制限価格制度の導入率
・最新モデル（H31)の使用

近畿ブロック － － －

福井県域 1.00 1.00 1.00

滋賀県域 0.96 0.98 1.00

京都府域 1.00 1.00 1.00

大阪府域 1.00 1.00 1.00

兵庫県域 0.99 1.00 1.00

奈良県域 1.00 1.00 1.00

和歌山県域 0.99 1.00 1.00

調査対象機関
－：国等
○：都道府県
○：政令市
－：市町村

（年度の工事発注件数）

（低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した入札件数）
実施率（件数）＝
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現状（R3.5時点）
（１） 全ての府県・政令市において、低入札価格調査制度又は最低制限価格制度を導入済み。
（２） 基準価格は、全ての府県・政令市で中央公契連モデル（H31)をベースに設定。

R3年度取組内容（案）
（１） 低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底する。
（２） 実施状況について、進捗状況の確認・共有を行う。

※R3目標値について、R2実績値がR3目標値を上回っている場合は、R2実績値以上として設定する。



近畿地方整備局近畿地方整備局新・全国統一指標を踏まえた令和3年度の取組(6)

対象 近畿独自指標

工事

設計変更ガイドライン策定・活用率

地域
基準値
（R1)

目標（R3）
（案）

目標（R6)

取組項目（継続）

・設計変更ガイドラインの策定目標時期

近畿ブロック － － －

福井県域 0.29 0.53 0.90

滋賀県域 0.58 0.71 0.90

京都府域 0.92 0.92 0.92

大阪府域 0.56 0.70 0.90

兵庫県域 0.28 0.53 0.90

奈良県域 0.67 0.76 0.90

和歌山県域 0.57 0.70 0.90

調査対象機関
－：国等
－：都道府県
－：政令市
○：市町村

（府県域内の市町村数）

（設計変更ガイドラインを策定・活用している府県域内の市町村）
策定率＝
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現状（R3.5時点）
（１） 全ての府県・政令市において、設計変更ガイドラインを策定し活用している。
（２） 市町村においては、68%（144/211市町村）で設計変更ガイドラインを策定し、活用している。

R3年度取組内容（案）
（１） 市町村で「ガイドラインの策定、又は、府県のガイドラインの準用」が図られるように推進を
図る。

（２） 実施状況について、アンケート調査等により、進捗状況の確認・共有を行う。

※R3目標値について、R2実績値がR3目標値を上回っている場合は、R2実績値以上として設定する。



近畿地方整備局近畿地方整備局新・全国統一指標を踏まえた令和3年度の取組(7)

対象 近畿取組

工事

適正な予定価格の設定

工事

入札契約方式の選択（総合評価落札方式の推進）

R3年度取組内容（案）
（１）府県政令市： 一定規模以上の発注金額等の場合、総合評価落札方式を原則として工事件数、

実施率を拡大する。
（２）市町村： 各公共団体の状況を踏まえ多様な入札契約方式について検討。

調査対象機関 ：市町村

取組項目（継続）及び現状（R3.5時点）
・最新の積算基準準用し、基準適用外の要領整備済 94%（198/211市町村）
・最新の単価の使用 91%（192/211市町村）

R3年度取組内容（案）
（１）基準適用外の要領整備について推進を図る。
（２）市町村の現状を踏まえ最新単価を採用できるよう推進を図る。

11
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近畿地方整備局近畿地方整備局

地域
基準値
（R1)

R3
R4
（案）

目標（R6)

近畿ブロック 0.72 0.74 0.75 0.78

福井県域 0.68 0.72 0.73 0.76

滋賀県域 0.65 0.71 0.72 0.74

京都府域 0.73 0.74 0.75 0.77

大阪府域 0.67 0.71 0.72 0.73

兵庫県域 0.78 0.79 0.80 0.82

奈良県域 0.73 0.75 0.77 0.81

和歌山県域 0.73 0.74 0.76 0.78

地域
基準値
（R1)

R3
R4
（案）

目標（R6)

近畿ブロック 0.30 0.49 0.66 1.00

福井県域 0.03 0.46 0.64 1.00

滋賀県域 0.83 0.87 0.92 1.00

京都府域 0.09 0.46 0.64 1.00

大阪府域 0.36 0.52 0.68 1.00

兵庫県域 0.71 0.78 0.86 1.00

奈良県域 0.05 0.46 0.64 1.00

和歌山県域 0.05 0.46 0.64 1.00

地域
基準値
（H30)

R3
R4
（案）

目標（R5)

福井県域 0.90 0.93 0.97 1.00

滋賀県域 0.99 1.00 1.00 1.00

京都府域 0.92 0.95 0.97 1.00

大阪府域 0.93 0.95 0.98 1.00

兵庫県域 0.93 0.95 0.98 1.00

奈良県域 0.90 0.93 0.97 1.00

和歌山県域 0.96 0.97 0.99 1.00

（工事）地域平準化率 （工事）週休２日対象工事実施状況

（工事）低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況

新・全国統一指標の令和４年度の数値目標（１）（案）

○ 各発注機関において、令和４年度の取組を計画的に検討できるよう、令和４年度の数値目標（案）を設定。

○ 最終的には、令和２年度の実績及び令和３年度の取組状況を踏まえて、目標値を設定することとする。
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近畿地方整備局近畿地方整備局

地域
基準値
（R1)

R3
R4
（案）

目標（R6)

近畿ブロック 0.52 0.50 0.48 0.46

福井県域 0.51 0.48 0.48 0.46

滋賀県域 0.51 0.48 0.48 0.46

京都府域 0.49 0.48 0.46 0.43

大阪府域 0.56 0.49 0.48 0.47

兵庫県域 0.49 0.48 0.48 0.46

奈良県域 0.53 0.48 0.48 0.46

和歌山県域 0.45 0.45 0.44 0.43

地域
基準値
（R1)

R3
R4
（案）

目標（R5)

福井県域 1.00 1.00 1.00 1.00

滋賀県域 0.96 0.97 0.99 1.00

京都府域 1.00 1.00 1.00 1.00

大阪府域 1.00 1.00 1.00 1.00

兵庫県域 0.99 1.00 1.00 1.00

奈良県域 1.00 1.00 1.00 1.00

和歌山県域 0.99 1.00 1.00 1.00

地域
基準値
（R1)

R3
R4
（案）

目標（R6)

福井県域 0.29 0.53 0.66 0.90

滋賀県域 0.58 0.71 0.77 0.90

京都府域 0.92 0.92 0.92 0.92

大阪府域 0.56 0.70 0.76 0.90

兵庫県域 0.28 0.53 0.65 0.90

奈良県域 0.67 0.76 0.81 0.90

和歌山県域 0.57 0.70 0.77 0.90

（業務）第４四半期納期率 （業務）低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況

近畿独自指標 （工事）設計変更ガイドライン策定・活用率

新・全国統一指標の令和４年度の数値目標（２）（案）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

新・全国統一指標における
府県の取組状況
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 15

週休２日制について

■目的：建設業における働き方改革を進めるとともに、担い手確保を図るため、公共工事において週休２日を実施する

年度 種類 対象工事 割増補正 成績評定 実施（発注）
総数

うち、
対象工事件数

H30 ４週８休工事（受注者希望型）
・受注者から提案があった工事

工事成績評定の対象となる全ての工事
（緊急性の高い工事等を除く）

なし
2.2点

/100点
27件/1,605件
（２％）

Ｒ１

４週８休工事（受注者希望型）
・受注者から提案があった工事 工事成績評定の対象となる全ての工事

（緊急性の高い工事等を除く）

なし
2.2点

/100点

48件/1,886件
（２％）

完全週休２日チャレンジ工事(発注者指定型)
・完全週休２日を受注条件とし発注

約４％増 12件/1,886件
（１％）

Ｒ２

週休２日工事（発注者指定型）
・土日を限定せず、指定発注 原則すべての工事

（緊急性の高い工事等を除く）

約３％増
2.4点

/100点
954件/1,497件
（64％）

954件/1,239件
（77%）

完全週休２日チャレンジ工事(発注者指定型)
・土日の現場閉所実施を指定発注

約４％増
2.9点

/100点
285件/1,497件
（19％）

285件/1,239件
（23％）

Ｒ３

週休２日工事（発注者指定型）
・土日を限定せず、指定発注 原則すべての工事

（緊急性の高い工事等を除く）
約４％増

2.0点
/100点

完全週休２日チャレンジ工事(発注者指定型)
・土日の現場閉所実施を指定発注

2.9点
/100点

■発注時の考え方： ①災害対策工事、海上工事、早期に交通開放する工事等は適用外

②現場間の土砂流用など、関連工事との調整・制約が多いもの、天候による影響の多い工事、地元住民
立ち合いのもと進める必要があるものについて週休２日で発注

※Ｒ２年度実績（完成工事）：週休２日以上で発注し、年度内に完成した734件のうち、719件（98%）が達成
完全週休２日 214件（30%）、週休２日 505件（70%）

未達成理由：天候不良が続き、工程調整が困難となった

週休２日工事の取り組み
福井県



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 16

週休２日工事の取り組み（積算基準の見直し）

《現行制度》

・令和２年度から原則、全ての建設工事を週休２日工事に指定し、労務費や諸経費などの経費に補正係数を乗じ、設計金額

の割増しを行い発注している。

※ただし、未実施となった場合には、工事費を減額変更（補正係数1.0）するが、工事成績評定の減点などペナルティーはない。

タイプ別の補正係数は国土交通省の積算基準を準用
【完全週休２日】：国交省の４週８休
【週休２日】 ：国交省の４週７休

・県の「週休２日」は、「完全週休２日」との差別化を図るため、国交省の４週７休の補正係数を適用してきたが、現場の

経費的負担を考慮し、国交省の４週８休と同様の積算基準に見直す。

《補正係数の見直し》令和3年5月1日～

・「週休２日」の補正係数は、「完全週休２日」と同様に国交省の４週８休の補正係数を適用する。

（現行） （見直し）
福井県

4週7休 4週8休 週休2日 完全週休2日 週休2日または完全週休2日

労務費 1.03 1.05 1.03 1.05 労務費 1.05

機械経費 1.03 1.04 1.03 1.04 機械経費 1.04

共通仮設費 1.03 1.04 1.03 1.04 共通仮設費 1.04

現場管理費 1.04 1.06 1.04 1.06 現場管理費 1.06

補正係数 補正係数
国交省 福井県

評価項目 週休２日 完全週休２日
（変更なし）考査項目 細別 現行 改正

２．施工状況 Ⅱ工程管理 〇 〇 〇

５．創意工夫 Ⅰ創意工夫 〇 × 〇

６．社会性等 Ⅰ地域貢献等 × × 〇

≪工事成績評定≫

〇 評価対象

× 評価対象外

〇完全週休２日のインセンティブ付与（週休２日との評点差：0.5点 → 0.9点）

※未達成の場合でもペナルティ（減点）なし

福井県
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週休２日工事の取り組み（達成基準の見直し）

・建設業における働き方改革を推進し、担い手の確保を図るため、令和２年度から原則、全ての建設工事を週休２日工事
に指定し、発注している。

【週休２日工事】 ：週当たり２日を現場閉所
【完全週休２日工事】：毎週土日を現場閉所
【達 成 基 準】 ：未実施となった週が１週でもあった場合は「未達成」となり、工事費を減額変更

・建設現場では、作業員や建設機械等の稼働日、建設資材の調達日など、関連企業との工程調整を行いながら、週休２日の
達成に向け取組んでいるが、近年の急激な気象変動や冬季降雪などにより、週休２日の達成が厳しいとの現場の声を反映
し、達成基準の見直しを行う。

【事例】

【達成基準の見直し】

〇工事期間※の約３割内の週において、週２日の現場閉所が未達成であっても、その代替日を工事期間

内に受注者が任意に選定し、現場閉所日を確保できれば「達成」と見なし、工事費の減額は行わない。

〇完全週休２日工事についても同様の取扱いとする。

※上記例では、１週当たり２日の現場閉所が４週できていないが、工事期間内の約３割内であり、代替えの現場閉所日も確保されているため、「達成」と見なす。

※工事期間内とは、現場着手から完成までの現場における稼働期間をいう。

（9月） （10月） （11月）
日 月 火 水 木 金 土 実施 日 月 火 水 木 金 土 実施 日 月 火 水 木 金 土 実施

1 2 3 4 5 ー 1 2 3 4 5 6 7 〇
6 7 8 9 10 11 12 〇 4 5 6 7 8 9 10 × 8 9 10 11 12 13 14 ×
13 14 15 16 17 18 19 〇 11 12 13 14 15 16 17 × 15 16 17 18 19 20 21 〇
20 21 22 23 24 25 26 〇 18 19 20 21 22 23 24 〇 22 23 24 25 26 27 28 〇
27 28 29 30 1 2 3 × 25 26 27 28 29 30 31 〇 29 30 1 2 3 4 5 ー

例）工事期間：9/1～12/4(週数12週)の場合

未閉所可能数＝１２週×０.３＝３.６≒４週
（四捨五入）

代替必要日数：４日

は現場閉所日

は代替の現場閉所日

工事期間の週数 未閉所可能

 2週～ 4週 1週

 5週 ～8週 2週

 9週～11週 3週

12週～14週 4週

15週～18週 5週

福井県
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

基準・要領・システム等の標準化・共有化

近畿地方整備局

資料－５

令和 ３年 ７月１９日
近 畿 地 方 整 備 局

近畿ブロック発注者協議会 幹事会資料



近畿地方整備局近畿地方整備局

工事成績評定基準の統一化・標準化
国と府県の工事成績評定基準は大枠では標準化されているが、考査項目別運用表の個別項
目については必ずしも標準化されていない。
試行としてH28年度は兵庫県、H29年度は和歌山県・大阪市と個別項目のすり合わせを実施
R４年度に残り1政令市において実施予定

地方公共団体等への技術支援
出前講座 （適正な検査と工事成績評定について 等）
・ R 1年度出前講座の開催状況 ： 6団体で314名の参加
・ R ２年度出前講座の開催状況 ： 4団体で110名の参加

自治体職員の本官工事検査への臨場立会
・ 新型コロナウイルス感染拡大の影響により、Ｒ２の臨場立会は未実施。

工事関係様式の統一化・標準化
受注者の省力化を考慮し、工事関係様式の標準化を検討
試行としてH28年度は和歌山県、H29年度は京都府・奈良県・神戸市と工事様式のすり合わ
せを実施
R３年度に残り1政令市において実施予定

工事監督検査基準・様式の統一化・標準化【概要】

1

国土交通省
近畿地方整備局



近畿地方整備局近畿地方整備局工事監督検査基準・様式の統一化・標準化【スケジュール】

◆【工事監督検査基準・様式の標準化・統一化】として、下記についてH28より検討。
①『工事成績評定基準』（考査項目別運用表の統一化・標準化）
②『工事関係様式』（工事関係様式の統一化・標準化）

◆H29より他府県・政令市に展開。
◆H30はすべての地方公共団体との工事関係様式について統一化を実施。
◆R1以降は運用状況を確認し、課題を把握したうえでフォローアップを行う。

【今後のスケジュール】

国土交通省
近畿地方整備局

2

R3 R4

◆『工事成績評定基準』
（考査項目別運用表の統一
化・標準化）

項目 H28 H29 H30 R1 R2

◆『工事関係様式』
（様式の統一化・標準化）

各府県・政令市とのすり合わせ

兵庫県 和歌山県、大阪市

福井県、滋賀

県、京都府、大

阪市、奈良県、

京都市、神戸

標準化（地方公共団体運用開始）

課題の抽出

フォローアップ

各府県・政令市とのすり合わせ

和歌山県
京都府、奈良県、

神戸市

福井県、滋賀

県、大阪府、兵

庫県、京都市、

大阪市、堺市

標準化（地方公共団体試行）

課題の抽出

フォローアップ、本運用



工事監督検査基準・様式の統一化・標準化【運用開始予定時期】
近畿地方整備局

※R２.１２からの時点更新部分は赤字（R３.５時点）

： 運用開始済み（１０／１１地方公共団体） ： 運用開始済み（１１／１１地方公共団体）

3

府県・政令市

現行98% 現行81％

H31.4運用開始済み R2.4運用開始済み
現行99% 現行97%
－ R2.4運用開始済み
現行98% 現行81%

R2.1運用開始済み R2.7運用開始済み
現行98% 現行94%

R03.4運用開始済み R2.4運用開始済み
現行100% 現行90%

H30.4運用開始済み H30.10運用開始済み
現行100% 現行100%

H31.4運用開始済み H31.4運用開始済み
現行98% 現行97%

R1.6運用開始済み R2.7運用開始済み
現行99% 現行94%

R1.10運用開始済み R1.10運用開始済み
現行100% 現行74%
－ R3.4運用開始済み
現行92%→見直し予定99% 現行97%
R4.4運用開始に向け調整中 R1.11運用開始済み
現行98% 現行90%

H31.4運用開始済み H30.4運用開始済み

堺市 H30実施 H30実施

神戸市 H30実施 H29実施

京都市 H30実施 H30実施

大阪市 H29実施 H30実施

奈良県 H30実施 H29実施

和歌山県 H29実施 H28実施

大阪府 H30実施 H30実施

兵庫県 H28実施 H30実施

滋賀県 H30実施 H30実施

京都府 H30実施 H29実施

工事検査基準等の統一化・標準化
【R3年度内に運用開始を目標】

工事関係様式の統一化・標準化
【R2年度内に運用開始を目標】

福井県 H30実施 H30実施



工事検査関係講習会開催状況

4

近畿地方整備局

Ｒ元年度　工事検査関係講習会開催状況

依頼元 実施日 参加人数 聴講対象者

奈良県 令和元年  6月 ７日 43 土木工事検査を担当する奈良県職員及び県内市町村職員

和歌山県 令和元年  7月23日 53
和歌山県の土木・農林関係公共工事の検査業務に従事する技術
職員

大阪市 令和元年  9月 5日 39 大阪市の工事監督に従事する職員（監督を補助する職員も含む）

大阪府市町村公共工事
検査業務連絡協議会 令和元年10月25日 87 大阪府内市町村の公共工事検査に従事する職員

奈良県 令和元年11月11日 53
県技術職員を対象に「i-Constructionの推進と監督・検査について」
講演

兵庫県 令和元年12月4日 39 兵庫県工事検査室職員、県内土木事務所副所長

Ｒ２年度　　工事検査関係講習会開催状況
自治体向けに工事検査を中心とした出前講座を４回実施。合計１１０名が受講。

依頼元 実施日 参加人数 聴講対象者

奈良県 令和2年  8月26日 32 土木工事検査を担当する奈良県職員及び県内市町村職員

尼崎市 令和2年 11月18日 14 尼崎市の技術職員

兵庫県 令和2年 12月 2日 35 兵庫県工事検査室職員、県内土木事務所副所長

京都市 令和2年 12月18日 29 京都市上下水道局の職員

自治体向けに工事検査を中心とした出前講座を６回実施。合計３１４名が受講。



自治体職員の整備局発注工事検査への臨場立会

R ２年度 自治体職員の整備局発注工事検査への臨場立会

5

近畿地方整備局

検査官

主任監督員

受注者

測量会社
（ＩＣＴ）
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H27 H28 H29 H30 R1

工事数

臨場立会人数
R 1年度

番
号

年月日 工事
発注

事務所
臨場

立会者
人数

1 R1.7.19
施設撤去工事
【ＩＣＴ検査】

淀川
奈良県 1

和歌山県 1

2 R1.7.29
河川工事（堤防整備）
【ＩＣＴ検査】

淀川

奈良県 1

和歌山県 1

滋賀県 1

3 R1.8.1 橋梁上部工事 兵庫
堺市 1

京都市 1

4 R1.8.21 橋梁上部工事 紀南 和歌山県 1

5 R1.8.22 橋梁上部工事 紀南 和歌山県 1

6 R1.8.29 橋梁下部工事 奈良 和歌山県 1

7 R1.8.30 橋梁下部工事 紀南 和歌山県 2

8 R1.8.30 橋梁下部工事 奈良
奈良県 1

和歌山県 1

9 R1.9.10
法面工事
【ＩＣＴ検査】

足羽川 福井県 2

10
R1.10.1
1

河道掘削工事
【ＩＣＴ検査】

淀川 兵庫県 1

11
R1.10.1
6

砂防工事
六甲砂
防

神戸市 1

12
R1.10.1
8

橋梁上部工事
（工場検査）

福井 和歌山県 1

13 R1.11.7
河川工事（水路拡幅）
【ＩＣＴ検査】

和歌山 和歌山県 1

14 R1.11.8 橋梁上・下部工事 豊岡 兵庫県 1

15
R1.12.1
1

道路改良工事
【ＩＣＴ検査】

福井 福井県 2

16 R2.1.7 橋梁上部工事 豊岡 兵庫県 1

合計 24

R ２年度

【新型コロナウィルスにより、工事検査への臨場は未実施】



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

発注情報の一括公表の取り組み

近畿地方整備局

資料－６
近畿ブロック発注者協議会 幹事会資料

令和 ３年 ７月１９日
近 畿 地 方 整 備 局



発注見通しの統合公表の取組

1

○ 改正品確法及(※１)び発注関係事務の運用に関する指針（※２）に基づき、工事、工事に係る業務の
中長期的な発注見通しについて地域ブロック単位で統合して公表しているもの。

○ 中長期的な発注見通しに基づき、計画的に発注を行うことで、年間を通して工事量を安定させ、労
働者の処遇改善、将来の担い手確保につながるものである。

○ 平成２９年７月より、工事発注情報の一括公表開始以降、令和元年７月に近畿ブロック全発注機関
が発注情報一括公表に参画することとなり、以降、業務の発注見通し公表のＨＰを新設等し、令和３
年第１四半期より業務発注見通しの公表を本格運用開始した。

○ 現在、各発注機関からの、ご意見等を踏まえて円滑な発注情報の取りまとめ・公表についてフォ
ローアップを実施中。

（※１）改正品確法第７条（発注者等の責務）として「他の発注者との連携による中長期的な公共工事等の発注見通しの作成及び公表」が規定。
（※２）発注関係事務の運用に関する指針に「工事に係る業務の中長期的な発注見通しについても、（中略）地域ブロック単位等で統合して公表するよ

う努める」が記載。

＜参考例：福井県内の発注情報 統合公表資料＞



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

近畿地方整備局からの情報提供（営繕部）

近畿ブロック発注者協議会 幹事会資料

近畿地方整備局

資料－７

１．営繕工事における各種取組
２．官庁営繕の技術基準
３．公共建築相談窓口

令和 ３年 ７月１９日
近 畿 地 方 整 備 局



営繕工事における働き方改革の取組（令和３年度）

1

近畿地方整備局

「営繕積算方式」活用マニュアルR3年4月23日付け作成



営繕工事における週休２日工事の概要

・ 政府の働き方改革実行計画（平成29年3月）等に建設業においては週休２日の推進等の休日確保などに取組むことが位置づけ

・ 建設現場の週休２日と円滑な施工の確保をともに実現させるため、平成30年４月１日以降に入札手続きを開始する週休２日

工事において労務費等の補正を導入

〇 週休２日工事は、４週８休以上の現場閉所（分離発注工事の場合は、４週８休以上の現場休息）

〇 対象期間は工事着手日から工事完成日までの期間（年末年始や工場製作期間などを除く）

〇 発注者が週休２日の取組を指定する発注者指定方式と受注者が発注者へ週休２日に取組む旨を協議して取組む

受注者希望方式のいずれかで実施

〇 現場閉所の状況に応じた補正係数により労務費（予定価格のもととなる工事費の積算に用いる複合単価、

市場単価及び物価資料の掲載価格（材工単価）の労務費）を補正※

共通仮設費及び現場管理費は工期に応じて算出

※ 発注者指定方式、受注者希望方式の両方式とも当初予定価格で①の補正係数により労務費を補正。①の現場閉所率（対象期間内の

現場閉所日数の割合）が未達の場合、発注者指定方式では労務費補正分を減額変更する。受注者希望方式では現場閉所率達成状況により

補正係数を②又は③に変更して労務費を補正し、４週６休に満たないもの及び工事着手前に週休２日に取り組むことについて協議が

整わなかったもの（受注者が週休２日の取組を希望しないものを含む）については、労務費補正分を減額変更。

○ 工事成績については、｢休日・代休の確保｣を標準の評価項目として設定、従来と同様に休日・代休が確保された

場合に評価

〇 現場閉所状況の確認については、受発注者双方の事務負担が増大しないよう、既存書類を活用

〇 週休２日促進工事については、モニタリングを実施

現場閉所の状況 補正係数

①4週8休以上（現場閉所率28.5%（8日/28日）以上の場合 1.05

②4週７休以上4週8休未満（現場閉所率25％（7日/28日）以上28.5％未満） 1.03

③4週6休以上4週7休未満（現場閉所率21.4％（6日/28日）以上25％未満） 1.01

2

近畿地方整備局



営繕工事における各工程の適正な施工期間の確保

1 概成工期の設定 （工事発注準備段階）

２ 実施工程表の確認 （工事施工段階）

※１ 建築物等の使用を想定して総合試運転調整を行ううえで、関連工事を含めた各
工事が支障のない状態にまで完了しているべき期限。

※２ （一社）日本建設業連合会作成の最新版。
※３ 概成工期が設定された工事の場合。

○ 新築を対象として、総合試運転調整の期間を確保するため、

概成工期※１を設定し、現場説明書等に特記

○「建築工事適正工期算定プログラム」※２を参考として設定

■ 建築工事の工程の例（事務所、ＲＣ－４、３，０００㎡）

○ 監督職員は、実施工程表の承諾に際し、以下の内容を確認

① 概成工期が明記されていること※３

② 監督する工事の各工程の施工期間が適正に確保されて

いること

③ 別契約の関連工事の施工期間が適正に反映されている

こと

④ 特に、建築工事においては、全体の工程に影響する可能

性の高い、次に示す設備工事の施工期間が適正に確保さ

れていること

ア）天井内のダクト、配管、ケーブルラック及び配線

イ）屋上設備

ウ）総合試運転調整

○ 監督職員は、実施工程表が変更された場合の承諾に際して

も、必要に応じて、上記の内容を確認

後工程（内装工事、設備工事、舗装工事等）にしわ寄せを生じさせないよう配慮するなど、
各工程の適正な施工期間を確保する。

天井内の
ﾀﾞｸﾄ、配管、
ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ
及び配線

屋上設備
後工程（設備工事等）に
しわ寄せを生じさせない

総合試運転調整

工
事
着
手

工
事
着
手

上
棟

概
成

竣
工

工期

概成工期

3

近畿地方整備局



4

施工条件の変更に伴う適切な設計変更
近畿地方整備局



5

公共建築工事（復旧工事を含む）の円滑な施工確保のための各種取組①
近畿地方整備局



6

公共建築工事（復旧工事を含む）の円滑な施工確保のための各種取組②
近畿地方整備局



7

実勢価格や現場実態を的確に反映した単価及び価格の設定 工事量が少量、僅少等の
場合の単価補正［１］ 近畿地方整備局



8

実勢価格や現場実態を的確に反映した単価及び価格の設定 工事量が少量、僅少等の
場合の単価補正［２］ 近畿地方整備局



9

実勢価格や現場実態を的確に反映した単価及び価格の設定 工事量が少量、僅少等の
場合の単価補正［３］ 近畿地方整備局



10

実勢価格や現場実態を的確に反映した単価及び価格の設定 見積活用方式
近畿地方整備局



11

新型コロナウィルス感染症の感染拡大防止対策（積算関係）
近畿地方整備局



12

熱中症対策に係る費用の計上
近畿地方整備局



官庁営繕事業における生産性向上技術の活用方針

地方公共団体、民間への展開 ⇒全国営繕主管課長会議、業界団体等へ情報共有、ＨＰへ掲載 13

■活用方針の概要

近畿地方整備局



2021年度 官庁営繕事業における生産性向上技術の活用方針

14

近畿地方整備局



官庁営繕の技術基準

15

国土交通省では、国家機関の建築物の整備や保全指導等を効率的かつ的確に実施するため、計画、設計、施工、保全等の各分
野において、技術基準（基準・要領・資料）を定めています。
これらの技術基準を活用することにより、国家機関の建築物の整備や保全について一定の方向性と水準の確保を図るとともに、
災害に対する安全の確保、利用者の利便性の向上、環境への配慮等、社会的要請に的確に対応するよう努めています。

官公庁施設の建設等に関する法律

営繕計画書に関する意見書制度
国家機関の建築物及びその附帯施設の位置、

規模及び構造に関する基準
国家機関の建築物及びその附
帯施設の保全に関する基準

・新営予算単価

・新営一般庁舎面積算定基準

・緊急度判定基準

等

・官庁施設の基本的性能基準

・官庁施設の環境保全性基準

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準

・建築設計基準、建築設備設計基準

・公共建築工事標準仕様書（建築・電気・機械）

・公共建築改修工事標準仕様書（建築・電気・機械）
・公共建築木造工事標準仕様書

・公共建築設備工事標準図（電気・機械）

・建築物解体工事共通仕様書

・公共建築工事標準単価積算基準

・公共建築工事積算基準等資料

・営繕工事写真撮影要領 等

・各所修繕費要求単価

・庁舎維持管理費要求単価

・建築保全業務共通仕様書

等

＜技術基準＞

近畿地方整備局



官庁営繕の技術基準 https://www.mlit.go.jp/common/001408349.pdf

16

近畿地方整備局



公共建築相談窓口 対応状況

17



公共建築相談窓口一覧 https://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000016.html
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公共建築工事の円滑な施工確保対策関連通知等一覧①
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公共建築工事の円滑な施工確保対策関連通知等一覧②
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

近畿地方整備局からの情報提供（企画部）

近畿地方整備局

資料－８近畿ブロック発注者協議会 幹事会資料

令和 ３年 ７月１９日
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週休2日確保に向けた取組
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【近畿地整における週休2日取得の取り組み】
施工時期の平準化
適正な工期設定

週休２日算定が可能な「工期設定支援システム」の導入
工事着手準備期間・後片付け期間の見直し
工期設定の条件明示
工事工程クリティカルパスの共有
余裕期間制度の活用
工事工程の受発注者間の共有

週休２日を考慮した労務・機械賃料・間接費の補正

【概要】働き方改革実現に向けた週休２日

近畿地整独自取組

(R３年度） 4週6休 4週7休 4週8休以上

労務費 1.01 1.03 1.05
機械経費(賃料) 1.01 1.03 1.04
共通仮設費 1.02 1.03 1.04
現場管理費 1.03 1.04 1.06

【地方公共団体への展開】
発注者協議会において、週休2日実施の目標値を設定、
実施状況を今後公表。
全ての公共工事発注者が責務を果たしていくため、断続
的にフォローアップを行う。

○ 令和２年４月１日以降に公告する工事より、受注者希望方式における積算方法を、現場閉所の達
成状況に応じた設計変更から、発注者指定方式と同様に 当初予定価格から4週8休を前提とした経
費の積算を行う。

R3近畿地整における週休２日の取扱い
【対象工事】

維持作業等を除く、全工事を対象。
（維持工事及び現場閉所困難工事については、週休2日交替制モデ

ル工事を適用する。）

【週休２日の考え方】

現場閉所率は工事着手日から工事完成日の内、巡回パト、保守点
検等の現場管理上必要な作業等を行う場合を除いた現場閉所日を対
象期間で除した割合をいい、現場閉所率により補正を行う。

ただし、発注者指定（3億円以上）は４週８休以上、発注者指定（3億

円未満）および受注者希望は４週６休以上の現場閉所率の場合に補
正する。

3

【週休２日工事実施状況】R3.3末までに完成している工事より集計



対象工事 ○ 河川維持、道路維持及び道路照明施設維持補修にかかわる工事又は作業
○ 現場閉所困難工事（災害復旧工事など）

補正方法

○ 工期に制約のある維持工事や災害復旧工事・連続施工せざるを得ない工事においては、現場閉所の休
日確保が難しく週休２日が浸透しにくい実態があることから、工期に制約のある工事でも休日拡大を図る
目的で、週休２日交替制モデル工事を試行する。

○ 令和３年度より、新たに現場管理費の補正係数を設定。

確認方法

週休２日交替制モデル工事の取組および必要経費の計上について

○ 確認対象期間を工期で除した割合に標準補正係数を乗じ労務費及び現場管理費の補正係数を算出。
○ 維持工事等で、工期が複数年度にまたがり、各年度で精算を行う場合は各年度毎に算出する。

業者 氏名 工期 確認対象期間 休日日数 休日率 平均休日率
A建設 ●● 365 270 70 25.9%

■■ 365 270 75 27.8%
◆◆ 365 270 81 30.0%
▲▲ 365 270 76 28.1%

B建工（一次下請） ○○ 295 200 52 26.0%
□□ 295 200 59 29.5%

C電設（二次下請） ×× 195 100 35 35.0%
4週8休以上

28.9%

基準日前に確認

工事完成時に確認

１箇月毎に確認

○ 施工計画書において、施工体制台帳上の元請け・下請けの全ての技術者・技能労働者（一時的に従
事した技術者及び技能労働者は対象外）毎の休日取得計画がわかる計画工程表を明示。

○ 各技能者・技能労働者の確認対象期間における休日日数を毎月の打合せ簿にて確認後、休日率を算出。
○ 各技能者・技能労働者の各休日率から平均休日率を算出。
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(R2年度） 4週6休 4週7休 4週8休以上

労務費 1.01 1.03 1.05

現場管理費 － － －

(R3年度） 4週6休 4週7休 4週8休以上

労務費 1.01 1.03 1.05

現場管理費 1.01 1.02 1.03
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【交替制モデル工事実施状況】R3.3末までに完成している工事より集計



近畿地方整備局

週休2日標準化の進め方

労働基準法の改正（R1.4）により、時間外労働規制を見直し。

建設業に対しては5年間の猶予が与えられ、R6.4月から施行。

R6年度からは全ての工事において週休2日が標準となる。

※Ｒ３年度試行
予定価格3億円未満の発注者指定型においては、4週6休以上を週休2日とする。

3億円未満

発注者指定

受注者希望
制約条件 大

維持工事（交替制）

R2年度 R３年度 R４年度 R５年度

特殊事情等

週休2日標準化へのロードマップ
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近畿地方整備局

○ Ｒ１より維持工事に限定し、交替制モデル工事を運用。
○ Ｒ３より維持工事及び現場閉所困難工事にも適用とする運用の変更。

週休２日交替制モデル工事 運用について（ロードマップ）

発注者指定

R5年度 R6年度 以降R4年度R3年度R2年度

受注者希望

適用：通年維持工事 適用：通年維持工事＋現場閉所困難工事

【現場閉所困難】連続して稼働しなければならない工事
・災害復旧工事
・交通規制、出水期、完成時期等の制約のある工事
・連続施工せざるを得ない工事（シールド、ニューマチックケーソンなど）

6



週休２日対象工事における工事工程開示の試行について

7

【全体工程表】

3/28 4/18 5/8 5/28 6/17 7/7 7/27 8/16 9/5 9/25 10/15 11/4 11/24 12/14 1/3 1/23 2/12 3/4 3/24

1 21 41 61 81 101 121 141 161 181 201 221 241 261 281 301 321 341 361

準備工

道路土工

補強盛土
工

法面工

擁壁工

ｶﾙﾊﾞｰﾄ工

横断管渠
工

排水構造
物工

後片付け
工

　この「見積参考資料（工事工程）」は入札参加者の適切かつ迅速な見積に資するための資料であり、また、発注者における工事工程の考え方、制約条件を明示したものであり、契約書第
1条にいう設計図書ではない。従って、「見積参考資料」は請負契約上の拘束力を生じるものではなく、受注者は、施工条件、地質条件等を充分考慮して、仮設、施工方法、安全対策等、
工事目的物を完成するための一切の手段について受注者の責任において定めるものとする。
　なお、この「見積参考資料」の有効期間は、この工事の入札日までとする。
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（1ｐｔ）

6

7

4

5

2

備考
（パーティ(pt）数等）

・掘削工（１ｐｔ）
・路体盛土工（２ｐｔ）
・路床盛土工（２ｐｔ）

（１ｐｔ）

（２ｐｔ）

【見積参考資料】概略工事工程表
工事名：○○道路□□地区改良工事

（１ｐｔ）

（１ｐｔ）

（１ｐｔ）

3

№ 工種

1

準備工_40日
1 40

道路土工_258日

41 307

補強盛土工_3日
178 180

法面工_1日
292 292

法面工_21日

308 328

擁壁工_134日

41 177

ｶﾙﾊﾞｰﾄ工_24日

253 276

横断管渠工_28日

163 190

排水構造物工_9日

283 291

後片付け工_30日

329 358

8/13～8/15(3日):夏季休暇 12/29～1/3(6日):年末年始休暇

○ 維持工事等を除くすべての工事で、入札公告時に概略工事工程表を明示する。
工事工程表は、原則として工期設定支援システムを活用し、適正な工期設定指針に基づくものとする。

○ なお、あくまで「見積参考資料」として明示するものであり、有効期限は入札日までとする。

R3.5～運用開始

令和３年５月以降に手続きを開始するすべての工事より運用する。（維持工事等を除く）試行運用について



週休２日対象工事における施工条件明示の試行について（その１）

○ 更なる週休２日促進に向け、工事発注時における各種関係機関協議などの工事工程に影響する具体
的な内容を、入札公告時に「工事発注時チェックシート」を明示する。

○ なお、あくまで「見積参考資料」として明示するものであり、有効期限は入札日までとする。

8令和３年５月以降に手続きを開始する予定価格が３億円以上の工事より運用する。試行運用について



週休２日 ＦＡＱ【近畿版】の公表について

【ホームページＵＲＬ】 https://www.kkr.mlit.go.jp/plan/jigyousya/ol9a8v0000017eb7.html

週休２日の発注方式の定義や問合せ・回答（現場閉所の考え方、積算上の考え方など）等につい
て、とりまとめた「週休2日 ＦＡＱ【近畿版】」及び「週休2日交替制モデル ＦＡＱ【近畿版】」を近畿地方
整備局ＨＰにアップしました。

今後の週休２日実施にあたりご参考にしてください。
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10

発注関係事務の運用に関する指針
に基づく取組（測量、調査及び設計）



予定価格の適正な設定
近畿地方整備局

会 計 法（抜粋）

【第79条（予定価格の作成）】

契約担当官等は、その競争入札に付する事項の価格を当該事項に関する仕様書、設計書等に

よって予定し、（後略）。

【第80条 （予定価格の決定方法）】

予定価格は、競争入札に付する事項の総額について定めなければならない

予定価格は、契約の目的となる物件又は役務について、取引の実例価格、需給の状況、履行の難

易、数量の多寡、履行期間の長短等を考慮し 適正に定めなければならない。

公共工事の品質確保の促進に関する法律（抜粋）

【第7条（発注者等の責務）】

第１項第１号 （略）適切に作成された仕様書及び設計書に基づき、経済社会情勢の変化を勘案し、

市場における労務及び資材等の取引価格、施工の実態等を的確に反映した積算を行うことにより、

予定価格を適正に定める

11



予定価格の適正な設定
近畿地方整備局

• 見積もり徴収により積算を行う場合は、見積もり徴収者に見積もりする内容が十分

に伝達できるように努めるとともに、積算に用いた見積もりによる歩掛等は、参考

資料として、工種毎の採用歩掛の総人工数等の提示を行い、入札参加者が適正

な見積もりができるように努める。

●見積りによる積算事務の適正化

●適正な基準、単価の採用

• 積算に使用する積算基準は入札時点における基準を採用する

• 技術者単価は国土交通省において公表している設計業務委託等技術者単価によ

り入札時点における単価を採用する

12



低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用の徹底等
近畿地方整備局

予算決算及び会計令第８５条に規定
「当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあると認められる場合」の基準
この基準に基づいて算出した価格を下回った場合には、履行可能性についての調査を実施し、履行可能性
が認められない場合には、落札者としない

対象

予定価格が１，０００万円を超える業務を対象として調査基準価格を設定。５００万円以上１，０００万円以下
の業務では品質確保基準価格を設定

（簡易）公募型競争入札方式（準ずる方式含む。総合評価落札方式含む。）、通常指名競争入札方式、（簡
易）公募型総合評価落札方式（業務能力評価型）及び指名型総合評価落札方式（業務能力評価型）

対応

入札額が調査基準価格、品質確保基準価格を下回る場合（低入札業務）、以下の措置を講じる。
（低入札業務の措置）

業務成績評定点が７０点未満の業務は企業の業務実績として認めない（通常６０点未満）
業務完了後、業務コスト調査の実施。応じない場合、業務成績を最大１０点減点
過去の業務の業務コスト実績などの業務執行能力に係る詳細調査の実施
優良業者表彰の対象外（技術者表彰は対象）

積算歩掛に照査が含まれている業務は発注者の承諾を受けた第三者による照査を受けて納入しなければ
ならない
現地調査時における管理技術者等の現場常駐

低入札価格調査基準

13



低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用の徹底等
近畿地方整備局

予決令第８５条の基準に基づく価格

• 調査基準価格（当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれが
あると認められる場合の基準）は次のとおり。

調査基準価格＝（①＋②＋③＋④）×１．１０

業種区分 ① ② ③ ④ 上限 下限

測量業務
直接測量費
の額

測量調査費の額
諸経費の額に１０分の
４．８乗じて得た額

－
予定価格の

１０分の８．２

予定価格の

１０分の６

建築関係の建
設コンサルタ
ント業務

直接人件費
の額

特別経費の額
技術料等経費の額に１
０分の６を乗じて得た
額

諸経費の額に１０分の６
を乗じて得た額

予定価格の

１０分の８

予定価格の

１０分の６

土木関係の建
設コンサルタ
ント業務

直接人件費
の額

直接経費の額

その他原価の額に

１０分の９を乗じて得た
額

一般管理費等の額に

１０分の４．８を乗じて得
た額

予定価格の

１０分の８

予定価格の

１０分の６

地質調査業務
直接調査費
の額

間接調査費の額
に１０分の９を乗じ
て得た額

解析等調査業務費の
額に１０分の８を乗じて
得た額

諸経費の額に１０分の

４．８を乗じて得た額

予定価格の

１０分の８．５

予定価格の

３分の２

補償関係建設
コンサルタント
業務

直接人件費
の額

直接経費の額

その他原価の額に

１０分の９を乗じて得た
額

一般管理費等の額に

１０分の４．５を乗じて得
た額

予定価格の

１０分の８

予定価格の

１０分の６

予定価格が１０００万円を超える業務で作成
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低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用の徹底等
近畿地方整備局

●予定価格が５００万円を超え１０００万円以下の業務においては、調査基準価
格の設定がないことから、低価格の入札・契約があった場合の対応ができない。
このため、調査基準価格に相当する基準価格として、

「品質確保基準価格」を設定する。

※1,000万円超の業務における平均的な調査基準価格の割合を適用

品質確保基準価格

業　種　区　分 予定価格に対する割合
 土木関係建設コンサルタント業務 75%
 測量 78%
 地質調査業務 82%
 補償関係コンサルタント業務 79%

調査基準価格に相当する基準価格の設定

※業種区分は、業務に応じて、ひとつの業種区分の割合により算出。
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履行期間の平準化
近畿地方整備局

○ 適正な履行期間を確保した上で、測量、地質調査及び設計の一連の流れを踏まえ、計画的な業務発注（早期発注）に
努め、履行期限が年度末に集中することを防ぐ。
→履行期限の年度末集中による受注者の作業時間・照査時間の不足に伴い発生する不具合を回避する。

○測量業務、地質調査業務、土木関係建設コンサルタント業務を対象とする。（ただし、発注者支援業務等及び環境
調査など１年間を通じて実施する業務については対象外。）

３．対象

○ 中長期的には、当該年度に履行期限を迎える業務件数の比率が上半期５０％、下半期５０％を目指すこととし、令和３

年度以降の履行期限については、当面の目標として以下の数値を四半期毎に履行期限を迎える業務件数の比率の目
安とした上で、各地整等で目標を設定し、達成に努める。

○測量、地質調査及び設計の一連の流れを踏まえ、年内納期とする早期発注や国債・翌債の活用等により、適正な履行
期間を確保した上で公告時期から履行期限までを考慮した四半期毎の発注計画を作成し、計画に基づいた業務発注に
努める。
○ 真に必要な業務を除き履行期限が３月とならないように配慮する。
○ 業務履行中に関係機関協議等により、年度内に適正な履行期間を確保できなくなった場合は、適切に繰越手続きを
行う。

２．実施内容

１．目的

第１四半期 ５％以上
第２四半期 １０％以上
第３四半期 １５％以上
第４四半期 ４５％以下
（翌債・国債等 ２５％以上）

第１～３四半期 ３０％以上

第４四半期 ７０％以下

上半期 ５０％

下半期 ５０％

令和元年度目標 令和３年度目標（案） 将来
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令和3年度より繰越制度を積極的に活用し、履行期限を第4四半期とする業務を圧縮



○ 設計業務等標準積算基準書（参考資料）に定める履行期間の算定方法を参考に履行期間の確保を図る。

○ 年末年始休暇、夏期休暇が含まれる場合はその日数も考慮する。

適正な履行期間の設定
近畿地方整備局
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履行期間の確保

業務価格 履行期間

1,000万円未満 3ヶ月程度

1,000万円以上2,000万円未満 4ヶ月程度

2,000万円以上3,000万円未満 5ヶ月程度

3,000万円以上 6ヶ月程度

工 種 業務価格が３千万円未満の場合 業務価格が３千万円以上の場合

①道路橋設計等
②道路設計等
③道路計画等

④トンネル及びトンネル設備の調査・
設計等
⑤河川構造物の調査・設計等

Ｙ１＝0.04Ｘ＋60 Ｙ２＝0.01Ｘ＋150

⑥河川の調査・計画等 Ｙ３＝1.3（0.04Ｘ＋60） Ｙ４＝1.3（0.01Ｘ＋150）

⑦砂防関連の調査・計画・設計 Ｙ５＝1.4（0.04Ｘ＋60） Ｙ６＝1.4（0.01Ｘ＋150）

土木設計業務等の履行期間の算定方法 （単位：日）

注）Xは業務価格（単位：万円）とする。

調査・計画業務の履行期間の算定方法
下表に示す履行期間を最低限確保するものとする



○ 業務スケジュール管理表の作成、管理を試行する。

○ 業務スケジュール管理表の作成及び管理は、原則として受注者が行うものとする。

○ 受注者による確実な照査の実施のため、照査の実施時期、必要な期間及び照査技術者による説明の時期に

ついて、受注者と協議の上、その着手日、期限及び説明日を定め、業務スケジュール管理表に明記し、適正な照

査期間の確保に配慮した業務スケジュール管理に努める。

○ 業務スケジュール管理表には、クリティカルパスを記載するとともに、業務履行中に発注者の判断・指示が必

要とされる事項について、受注者と協議し、その役割分担、着手日及び回答期限を明記し、履行期限までに業務

が完了するよう円滑な業務進捗を図る。

○ 発注者が想定する履行期間の内訳について受注者へ提示すること等により、受発注者間の良好なコミュニ

ケーションを図るものとする。

○ やむを得ず履行期間の延長及び契約内容の変更が必要となった場合は、業務スケジュール管理表を活用し、

適切な履行期間の確保を図る。

適正な履行期間の設定
近畿地方整備局
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業務スケジュール管理表の作成及び管理

○ 測量業務、地質調査業務、土木関係建設コンサルタント業務を対象とする。

ただし、発注者支援業務等及び環境調査など１年間を通じて実施する業務については対象外。

対象



適正な履行期間の設定
近畿地方整備局

詳細設計の作業項目について、過去の作業期間に基づき履行期間を設定できる履行期間設定支援ツールを作成
「契約金額」「主たる工種」から実績に基づく条件確定時期等までの標準的な作業期間を表示
受注者による確実な照査の実施のため、照査の実施時期、必要な期間及び照査技術者による説明の時期につい
て、受注者と協議の上、その着手日、期限及び説明日を定め、業務スケジュール管理表に明記し、適正な照査
期間の確保に配慮した業務スケジュール管理に努める

（※）今回の試行版では、①～③をハイライト表示する機
能を具備。次年度以降、実績データに基づき、個々
の作業項目毎の標準期間の確認できるよう改善

【契約金額】
➀1,000万円未満
②1,000万円～2,000万円
③2,000万円～3,000万円
④3,000万円～4,000万円
⑤4,000万円～5,000万円
⑥5,000万円以上

【主たる工種】
➀道路橋設計【詳細設計】
②道路設計【詳細設計】
③トンネル設計【詳細設計】
④河川構造物設計【詳細設計】
⑤砂防構造物設計【詳細設計】
⑥その他設計【詳細設計】
⑦その他業務

※ただし、「⑦その他業務」につい
ては設定支援のハイライト表示機
能は未実装。履行期間の蓄積の
ための活用を想定。

業務スケジュール管理表　【履行期間設定支援型】 平成○年○月○日

履行期間(休日含む) 273 日

（※設計着手日：設計業務として着手を開始した日（履行期間設定支援の起算日）を記入。）

西暦 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年
月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

計画日数（クリティカル） 181 日

実施日数（クリティカル） 181 日
11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14

11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14AA AA AA 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 143 3 3 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14BA BA BA 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 144 4 4 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14AA AA AA AA AA AA 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 143 3 3 3 3 3 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14BA BA BA BA BA BA 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 144 4 4 4 4 4 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14AA AA AA AA AA AA AA AA AA 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14BA BA BA BA BA BA BA BA BA 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14AA AA AA AA AA AA AA AA AA 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 143 3 3 3 3 3 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 144 4 4 4 4 4 4 4 4 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 3 3 3 3 3 3 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 4 4 4 4 4 4 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 AB AB AB AB AB AB AB AB AB AB AB 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 3 3 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 BB BB BB BB BB BB BB BB BB BB BB 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AB AB AB 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 3 3 3 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BB BB BB 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 4 4 4 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AA AB 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 3 3 3 3 3 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BA BB 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 4 4 4 4 4 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 AA AA AA AA AA AA AB 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 3 3 3 3 3 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 BA BA BA BA BA BA BB 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 4 4 4 4 4 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 1411 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 13 13 13 13 13 13 14 14 14 14 14

完了日（当初）

(月)

(月)

(月)

(木)

手動設定の理由　　　　　　　　　　　　　業　　種　　区　　分　（複数選択可） 詳細設計業務

12/19 (火)

計画

実施

計画

実施

計画

計画

実施

計画

実施

関
連
業
務

測量

土工の3次元設計

設計計画(現地踏査等含む)

2/20

2/20

11/10 (金)

11/10 (金)

適宜追加
計画 0

受
注
者

11/22 (水)

11/22 (水)

12/19 (火)

クリティカル(実施) 0 日
適宜追加

計画 0 クリティカル(計画)

実施

基本事項の確定

実施

計画

実施

計画

実施

6/30

(金)

(月)

(月)

(金)

(金)

(金)

(火)

(月)

(月)

(水)

(水)

(月)

(金)

下旬 上旬

2017 2017 2017 2017 2018

12/11 41

(金)

(水)

(月)

(月)

(火)

(火)

(金)

(金)

(月)

(月)

(月)

2017 2017

(火)

(月)

(金)

(火)

2017 2017 2017

上旬 中旬

道路設計（詳細設計） 履行期間設定支援

設計着手日（※）

自動（デフォルト）

(月) (水)

(月) (水)

着手日

平成30年1月15日

●●　　□□@×××

●●　　□□@×××

●●　　□□@×××、●●　　□□@×××

～平成29年4月17日

完了日（変更）

※変更があった場

合のみ

　　　業　　務　　名

　　　受　　注　　者

　　　　　　　　　　契　　約　　額　(消費税込み)

　　　主　た　る　工　　種

　　　履　　行　　期　　間

　　　管 理 技 術 者

　　　照 査 技 術 者

日

20 日

0

計画

設計条件の整理・確認

上旬(～10日),中旬(11～20日),下旬（21日～）

作業日数（休日含まない）⇒

実施

計画

実施

計画

実施

計画

実施

計画

実施

(月)

(月)

(水)

(水)12/11 1/10 21 クリティカル(実施)

2 9

日

0 クリティカル(実施) 0 日

10/20

(月)

(火)

(火)

(火)

(火)

(金)

7/3

7/17

9/20

9/20

6/20

6/20

15 日

21

22 日

クリティカル(実施) 0 日

0

◆

クリティカル(計画) 0

4

上旬 中旬 下旬

6 8

0

10/10 55

10/30 79

11/10 77

36

36

11/6 104

作業日数

15 日

クリティカル(実施) 18

104

12/11

平成○年度 ▲▲詳細設計業務

◇◆株式会社　　TEL

¥35,000,000

クリティカル(実施)

クリティカル(実施)

クリティカル(実施)

作業日数（実施）

2/20 6/5 72

2/20 6/8 75

163

4/17 4/28 10

4/17

18

0 日

日

クリティカル(実施) 56 日

クリティカル(実施) 22 日

クリティカル(実施) 32

日

10 日

日

日

クリティカル(計画)

7 日

クリティカル(計画) 10 日

日

作業日数（実施） 0 日

クリティカル(実施) 10

クリティカル(計画)

0 日

7

下旬 上旬 中旬 下旬

クリティカル(計画)

作業項目

成果照査・納品

6 8 7 8

下旬

クリティカル(計画)

中旬 下旬

平成29年4月17日

7 6

上旬 中旬

66

中旬 下旬 上旬 中旬上旬

6 8

中旬 下旬

19

4/17 5/30 29

上旬上旬 中旬 下旬

クリティカル(計画)31

5/19 7/14 41

7/3 9/29 59

7/17

5/19

11/10

10/25 38

12/12

◆

7 7 7 6 8

◇ ◇ ◆

◇

地質調査

施工計画・仮設構造物設計

△△詳細設計

◇

〇〇詳細設計

日

設計条件の確定（第1回照査報告）

◇

4/21 12/26

日

4/26

4/17 5/30 29

照査◇、照査報告◆　（※手動入力、日付は初回照査～成果照査完了）
◇ ◆

報告書作成・設計成果とりまとめ
(金)

(水)

(火)

(月)

4/28 10

5/1 5/30 19

5/1

1/10 20

5/30

実施

実施

計画

1/15 (月)

1/15 (月)

◇

166

12/26

11 12

現 在 の 状 況

１．設計計画：初回業務計画書(案)提出、TECRIS提出、現地踏査申請書提出
　　　　　　　事前協議チェックシート確認、個人情報に関する管理体制報告書提出
２．既往資料確認：既往資料借用依頼

次 回 打 合 せ

5 6 7 8 9 10

5 7 8 7 7 6 7

◇

1

中旬 下旬

◆

5 8 7

上旬

◇ ◆

5/17

5/17

59

59

履行期間　集計　（休日除く）

作業日数（計画） 0 日

作業日数（計画） 0 日

日

クリティカル(計画)

クリティカル(計画)

クリティカル(計画)

59

照査報告（計画） 4 回

照査報告（実施） 4 回

　　　　　　　　　担 当 技 術 者（主）、担 当 技 術 者（副）

◆

◇ ◆

10 日

クリティカル(計画) 20

【スケジュール管理表への意見・改善点

（自由記述）

作業日数は、休日を除いた
日数でカウント

各項目の着手日、完了予定日を入力
することでバーチャートを自動表示。

「契約金額」「主たる工種」の情報から、標準的な作業完了時期を表示（※）
①設計条件の確定（第１回照査報告）
②報告書とりまとめ時期
③成果照査・納品時期

※実績から平均、標準偏差等に基づき設定。

【設定イメージ】

設計条件確定時期 報告書とりまとめ時期 成果照査・納品時期

各項目ごとの作業日数
の実績が集計可能。

発注者側の履行期間設定イメージ

・契約金額、主たる工種等から標準的な業務内
容⇒標準範囲の中央（平均）で各作業が完了
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○ 発注者は、当初契約時に予見できない事態、例えば関係機関への手続の遅延、関連する他の業務の遅延等に備え、その前提条件を明示して設計

図書（別冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明書に対する質問回答をいう。以下同じ。）の変更の円滑化を図る必要がある。

○ 発注者は、必要な業務の条件（必要に応じて維持管理に係る条件を含めるものとする。）を明示した仕様書等を適切に作成するとともに、必要に応じ

て条件明示チェックシート等を活用し、基本的な計画条件、関係機関との調整実施の確認等を条件明示する。

○ 受注者は、入札・応募時点において設計図書を確認し、疑義が生じた場合には、質問をすることが重要である。

○ 受発注者は、業務の履行に必要な設計条件等について、確認を行う。

○ 受発注者は、業務管理スケジュール表等による業務工程の共有や速やかかつ適切な回答に努めることが重要である。

○ 受発注者は、合同現地踏査等で前提条件等が異なる場合には、必要に応じて、設計図書の変更を行う。

○ 受注者は、業務中に疑義が生じた場合には、発注者と「協議」し業務を進めることが重要である。

適正な設計変更
近畿地方整備局

【基本事項】 下記のような場合においては、設計図書の変更が可能である。

1. 当初発注時点で予期しえなかった関係機関への手続の遅延など、受注者の責に帰さない事項が確認された場合

2. 当初発注時点で想定している業務着手時期に、受注者の責によらず、業務着手できない場合

3. 所定の手続（契約書第18条～第25条、共通仕様書第1121条～第1124条）を行い、発注者が設計図書の訂正又は変更が必要であると認めた場合

4. 設計の基準となる、示方書、指針等が改訂になった場合（改訂に伴い、新たな検討項目の追加により費用増となる場合は、変更協議の対象）

5. 受注者の責によらない履行期間の延期・短縮を行う際に、協議により必要があると認められる場合

【留意事項】設計図書の変更・指示にあたっては下記の事項に留意する。

1. 受・発注者は、当初契約の考え方や設計条件を再確認して、設計図書の変更「協議」にあたる。

2. 受・発注者は、当該業務での設計図書の変更の必要性を明確にし、設計図書の変更は書面で行う。

※「協議」、「指示」の結果として、軽微なものは金額や履行期間の変更を行わない場合もある。

3. 設計図書の変更の手続は、その必要が生じた都度、受・発注者は遅滞なく行うものとする。

4. 技術提案の内容が設計図書に反映された場合は、その内容の確認を行うこと。

（プロポーザル方式の場合）

土木設計業務等変更ガイドライン

発注者・受注者の留意事項
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発注者の役割・責任と品質確保のための具体的取組み
近畿地方整備局

取り組み項目 対策概要（目的・効果）

業
務
発
注

発
注
者
の

役
割

①適正な履行期間の設定および履行期限の平準化
（H23～ 原則、全ての業務）※年間を通して行う業務は除く

・早期発注および適正な履行期間による業務発注に努める。
⇒履行期限の年度末集中による受注者の作業時間・照査時間の不足によるミス発生を回避。

【令和３年度目標】 第1四半期 5％以上、 第2四半期 10％以上
第3四半期 15％以上、第4四半期 45％以下、令和4年度への翌債・国債等 25％以上

業
務
履
行

契
約
上
の
責
任

②条件明示の徹底

［条件明示チェックシート（案）の活用］
（H24～ 一部の詳細設計業務について試行

H25～ 適用工種を拡大して実施）
［設計業務等 実施条件明示マニュアル（案）］
（H28～ 平成２８年４月１日以降入札公告を行う業務から適用）

・設計業務における発注者の条件明示の徹底
詳細設計業務発注時に、業務履行に必要な設計条件（基本条件や協議の進捗状況、貸与資料等）を

発注者が確認し、適切な時期に受注者に明示。
⇒業務履行における発注者の責任の確実な履行。

受
発
注
者
双
方
の
責
任
の
履
行
促
進
の
た
め
の

業
務
環
境
の
整
備

③合同現地踏査の実施
（H23～ 全ての業務）

・業務着手段階において、受発注者で合同現地踏査を実施。
⇒設計条件・施工の留意点、関連事業の情報、設計方針の明確化・共有を図る。

地質構造の複雑な箇所等、特に地質情報の不確実性が高い現場の合同現地踏査等において地質業
務の受注者等を参画させ、成果の品質確保・向上に努める（H29試行）

④業務スケジュール管理表の活用
（H23～ 全ての詳細設計業務）
（H29～ 【履行期間設定支援型】試行）
（R02～ 【検討業務型】試行）

・受発注者で合意した業務スケジュール管理表を活用。
⇒発注者の判断・指示が必要な事項について、受発注者で協議し、その役割分担、着手日及び回答期
限を定め、明記。
⇒適切な履行期限の延期（繰越を含む）および、委託料の変更の必要性に関する資料として活用。

⑤ワンデーレスポンスの実施
（H23～ 全ての詳細設計業務）

・受注者により設計条件に関する質問・協議があった際は、その日のうちに回答。検討に時間を要する
場合は、回答可能な日を通知。 ⇒円滑な業務の進捗を図る。

⑥ウィークリースタンスの推進
（H30～ 全ての業務）（R02～ 実施項目を追加）

・業務を円滑かつ効率的に進めるため、受発注者間における仕事の進め方として、一週間における受発
注者間相互のルールや約束事、スタンスを目標として定め、計画的に業務を履行。

⑦受注者による確実な照査の実施
（H28 照査体制の強化（赤黄チェック）を本格運用）
（H29 詳細設計照査要領の改定）

・基本事項の照査については、「詳細設計照査要領」に基づき実施することを特記仕様書で義務付け。
⇒基本的事項の照査内容の統一を図り、成果品の品質確保を図る
・業務スケジュール管理表に照査の実施時期・必要期間を明記することにより、適正な照査期間を確保。
⇒照査期間に配慮した工程管理。
・照査技術者自身による照査報告 ⇒受注者の照査に対する意識の向上。成績評定への反映。
・入札段階における予定照査技術者の評価 ⇒優れた照査技術者を配置する企業を評価。
・照査体制の強化（赤黄チェック）/照査費用の見直し
⇒データ入力時の不注意・確認不足による図面作成ミス（単純ミス）の防止。

検
査

会
計
法
・
品
確

法
上
の
発
注
者

の
責
任

⑧発注者の行う検査範囲の明確化
「検査技術基準」および「技術検査基準」の策定
（H24～ 設計業務について試行

H25～ 調査設計、測量、地質、発注者支援業務等
のすべての業務で試行を実施）

・発注者の行う検査範囲の明確化による受発注者の責任分担の明確化
会計法に基づく給付の完了の確認ための検査と、品確法に基づく履行の過程及び成果を評価するため
の技術検査を明確に区分。
⇒給付の確認ための検査範囲を超えるものは、受注者の責任により品質確保を図ることを明確化。

委託業務等成績評定要領の改定に向けた試行の実施（H29.4.10～H29.6.30に完了検査を実施する業
務）

受
発
注
者
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

円
滑
化
の
取
り
組
み
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近畿地方i-Construction大賞について



近畿地方i-Construction大賞について

【本省版推薦要件】 対象：直轄、特殊法人等、府県、政令市、市町村
・推薦にあたりi-Construction（ICT施工、BIM/CIMの活用、プレキャスト製品の活用、新技術の活用、工事 書類の簡
素化、遠隔臨場、講習会の実施等）に係る優れた取組として、各地整等におけるi-Construction大賞の表彰候補とし
ている案件であること。

【近畿版推薦要件】 対象：特殊法人等、府県、政令市、市町村
・推薦にあたりi-Construction（ICT施工、BIM/CIMの活用、プレキャスト製品の活用、新技術の活用、工事 書類の簡
素化、遠隔臨場、講習会の実施等）に係る優れた取組として原則、自治体において表彰を受賞した案件であること。
(ただし、表彰時期が本選考より後となる場合は、各機関の表彰要件を満たしている案件であること、表彰制度がない場合
は、指名停止や事故による措置を受けていない案件であること)

〇 令和3年度より、近畿地方i-Construction大賞を創設し、募集を開始予定。
〇 建設現場の生産性向上に係る優れた取組について、積極的な推薦をお願いしたい。
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『災害復旧における適切な入札契約方式
の適用ガイドライン』の改正について



近畿地方整備局近畿地方整備局『災害復旧における適切な入札契約方式の適用ガイドライン』の改正について

平成29年７月に策定された「災害復旧における適切な入札契約方式の適用ガイドライン」
が令和3年5月に改正されました。

（改正のポイント）
・工事・業務双方の入札契約方式の随意契約や指名競争等の適用条件を明確化
・技術提案・交渉方式、事業促進ＰＰＰ等の契約方式についての最新知見を反映
・地方公共団体の参考となるよう、入札契約方式の適用、体制確保等について、直轄事業との相違点や留
意事項を充実

URL https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_000805.html 25



建設キャリアアップシステムについて
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近畿地方整備局

１．概要

建設キャリアアップシステム（CCUS）の活用を、特記仕様書及び入札説明書に明記（契約事項）するとともに、

その達成状況に応じて工事成績評点において、加点／減点するモデル工事を施工。
２．対象工事 ： 義務化モデル工事 一般土木工事（WTO対象工事）を対象とする。

活用推奨モデル工事 府県建設業協会より要望のあった４府県(大阪府、滋賀県、兵庫県、奈良県）の

一般土木工事（C等級工事）を対象とする。（R3.7.1時点）
３．試行内容

CCUSモデル工事（試行）について

（１）特記仕様書に条件明示

① CCUSの現場登録を行うとともに、カードリーダーを設置すること
② 工事期間中の平均事業者登録率９０％、平均技能者登録率８０％を達成するよう努めること
③ 工事期間中の平均就業履歴蓄積率（カードタッチ率）５０％を達成するよう努めること

（２）施工段階

特記仕様書に定めた時期に、以下についてそれぞれ確認。なお確認方法は、発注者より受注者に報告を求める。

• 事業者登録率 ／ 技能者登録率 ／ 就業履歴蓄積率（カードタッチ率）

（３）工事成績評定（工事完成検査/成績評定時）

特記仕様書に記載された①～③の達成状況により工事成績評定で加点
※目標達成：１点加点（平均技能者登録率９０％以上の場合は２点加点）
※義務化モデル工事において目標を著しく下回った場合
（平均事業者登録率７０％未満又は平均技能者登録率６０％未満又は平均就業履歴蓄積率３０％未満）：１点減点

※上記以外の場合：±０点

※また、目標値を著しく下回った場合、工事名、未達成の項目、要因及び改善策等を簡潔にとりまとめ、

発注者に報告し、公表することを求める。（活用推奨モデル工事は、目標の達成状況に応じて工事成績評定で加点。 未達成の場合は減点せず）
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都道府県におけるCCUSに係るモデル工事等の状況

直轄Ｃランク工事でのモデル工事について、地元建設業協会の理解が得られた２０都府県で実施予定 （他に４協会が検討中）

都道府県発注工事は、２１県が企業評価の導入を表明し、他の全ての都道府県においても導入の検討を表明

広がりをさらに加速化するため、様々な機会に知事等のハイレベルに直接働きかけることをはじめ、より一層取組を強化

Ｒ２年４月より、総合評価方式での工事発注において「建設
マネジメント」の項目として0.25点加点（Ｒ2年度は予定価格
8000万円以上が対象） 等

【長野県】 総合評価等において加点

総合評価方式において、「ＣＣＵＳの元請企業の事業者登録

と活用」を実施する場合に加点評価 （試行）
※現場にリーダーを設置し、技能者が利用する場合に評価

【滋賀県】 総合評価において加点

Ｒ２年４月より、総合評価方式（一部
類型を除く）の公告案件で、ＣＣＵＳ
の活用を加点項目に追加

【福島県】 総合評価において加点

県土整備部発注工事（土木一式工事）において総合評価で
加点 （試行）

【山梨県】 総合評価において加点

【静岡県】 総合評価等において加点

総合評価方式での工事発注において、
元請がCCUSに事業者登録している
場合に「企業の施工能力」の項目として
0.5点加点

■評価実施
■R3～評価導入
■今後検討

都道府県発注工事でのモデル工事等の実施状況

Ｒ３年４月より、土木部発注の全工事
を受注者希望の推奨工事に位置
づけ。うち20件程度に発注者指定の
義務化工事を適用。また、総合評価
方式において事業者登録を加点

【宮城県】全工事の成績評定及び
総合評価において加点

※その他の市町村では、茅ヶ崎市が総合評価における加点を導入済

Ｒ２年８月以降、大規模工事等を対象として、国の基準に準じた
義務化モデル工事と活用推奨モデル工事を実施

【宮崎県】 国と類似のモデル工事を実施

都道府県名
直轄Ｃランク

工事
都道府県工事

での評価
都道府県名

直轄Ｃランク 工
事

都道府県工事で
の評価

北海道 △ 滋賀県 ● ◎

青森県 △ 京都府 △

岩手県 △ 大阪府 ● △

宮城県 ● ●◎ 兵庫県 ● ◎

秋田県 △ 奈良県 △

山形県 △ 和歌山県 △

福島県 ● ◎ 鳥取県 △

茨城県 △ 島根県 ● △

栃木県 ● ◎ 岡山県 ● ●(予定)

群馬県 ● ●, ◎(予定) 広島県 ◎（予定）

埼玉県 ● ●(予定) 山口県 ●(予定) △

千葉県 △ 徳島県 ○(予定)

東京都 ● △ 香川県 △

神奈川県 △ 愛媛県 △

新潟県 △ 高知県 ○ △

富山県 △ 福岡県 ○

石川県 ○ 佐賀県 ○ △

福井県 ●(予定) 長崎県 ○ ◎

山梨県 ● ◎ 熊本県 △

長野県 ● ◎ 大分県 △

岐阜県 ● ●(予定) 宮崎県 ● ●, ◎(予定)

静岡県 ● ◎○ 鹿児島県 ● ●(予定)

愛知県 ● △ 沖縄県 ● △

三重県 ○ ●(予定)

※郡山市が入札参加資格において加点

※浜松市が総合評価において加点

(R３.３.３０ 現在)

元請のカードリーダー設置のほか、下請事業者や技能者の登録
等を工事成績評定の加点条件とするモデル工事を、発注者指定
型と受注者希望型の２方式で実施

【群馬県】モデル工事を実施

＜直轄Ｃランク工事＞
● 都道府県建設業協会が賛同
○ 協会において検討中

※赤枠は令和２年11月以降表明されたもの

＜都道府県工事での評価＞
● モデル工事等工事評定での加点
◎ 総合評価における加点
○ 入札参加資格での加点
△ 検討中
※青枠は令和２年11月以降導入を表明されたもの
※赤文字は令和２年11月以降検討を表明されたもの

国土交通省調べ 等

Ｒ３年４月より、土木部発注の全工事を受注者希望
型モデル工事を試行。事業者登録、技能者登録、
カードリーダー設置等を工事成績評定にて加点

【岡山県】 全工事の成績評定において加点
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